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要  旨 

 

長期間の照射による燃料性能の低下を抑え高燃焼度での安全性をより向上させること等

を目的として、改良型軽水炉燃料の開発が国内外で進められてきた。海外ではその一部が

既に実用化されており、国内において導入される場合に備え、規制基準への適合性判断の

根拠となる技術的知見を拡充しておく必要がある。また、従来型の燃料に関する知見を基

に定められた現行の燃料に関連する規制基準類が、改良型燃料にも適用可能であることを

確認する必要がある。本研究では、高燃焼度燃料の安全性確保をより確実に行うために、

主に国立研究開発法人日本原子力研究開発機構へ試験研究を委託し、高燃焼度改良型燃料

を対象として、設計基準事故である反応度事故（RIA）及び冷却材喪失事故（LOCA）条件を

模擬した実験や計算コードを用いた解析を行い、事故時の燃料挙動に関するデータを広く

取得した。 

RIA試験により取得したデータ及びその解析により、84Gwd/tU程度までの高い燃焼度に

あっても、改良型燃料の破損限界条件は、関連する指針に定められている破損しきい値よ

りも高いことを確認した。また、RIA 時の燃料破損が被覆管中の水素吸収と密接に関係す

ることから、破損限界条件の水素吸収量及び水素化物析出形態に対する依存性を明らかに

した。LOCA 時の燃料挙動に関しては、従来型被覆管と合金組成の異なる改良型被覆管が

85Gwd/tU程度までの高い燃焼度まで使用されても、安全評価上重要な被覆管の酸化挙動や

急冷時の破断に大きな変化がないことを明らかにした。また、LOCA後の長期炉心冷却性に

関連し、高温酸化、変形及び急冷を経験した被覆管の外的負荷に対する耐破損特性に関す

る知見も取得した。 

本研究により、改良型燃料の規制基準への適合性判断の際の根拠となる技術的知見を取
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得することができた。現行の RIA及び LOCA時の燃料状態を判断するための基準類は、高燃

焼度改良型燃料に対しても適用可能であると考えられる。RIA 試験の一部において観察さ

れた高燃焼度燃料の破裂による破損及び比較的低いエンタルピでの破損並びに LOCA 時の

高燃焼度燃料ペレット挙動については、発生条件、メカニズム及び炉心健全性への影響が

十分には解明されておらず、注意深く研究を続ける必要がある。 
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Abstract 

Several kinds of advanced fuel rod for light water reactors have been 

developed domestically and abroad with the objectives such as enhancing the safety 

of fuel at high burnup by mitigation of performance degradation due to the 

extension of irradiation period. Some of the advanced fuel rods have been already 

commercialized abroad. Therefore, it is expected that they will be introduced 

also in Japan. For reviewing conformity of the advanced fuel rods to the new 

regulatory requirements, it is necessary for the Nuclear Regulation Authority to 

expand knowledge on the advanced fuel rods and to confirm the applicability of 

the current fuel-related safety criteria that was based on data on the conventional 

fuel. In order to secure the safety of high burnup fuel further, this safety 

research project was conducted mainly at Japan Atomic Energy Agency (JAEA) with 

experiments for high burnup advanced fuel rods under major design basis accidents, 

reactivity-initiated accident (RIA) and loss of coolant accident (LOCA) conditions, 

as well as analyses using computer codes, which provided extensive data of the 

fuel behavior in the accidents. 

The results of the RIA experiments and experimental analyses showed that 

the failure limits of the examined advanced fuel rods with less than 84 GWd/tU 

are higher than the failure threshold defined in the current RIA-related criteria. 

Failure of a high burnup fuel rod in the RIA experiments is depending on hydrogen 

absorption in the cladding; therefore, new dependencies of the failure limit on 

hydrogen content and hydride morphology in the cladding were proposed. As for the 

fuel behavior in LOCAs, it was shown that the advanced claddings consisting of 

different alloy elements from the conventional claddings with less than 85 GWd/tU 

did not have significant change in oxidation behavior and failure at quenching, 

which were important in the safety evaluation. The data on fracture resistance of 

the oxidized, raptured and quenched cladding to external loading were obtained to 
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evaluate the post-LOCA long-term core cooling. 

This research has successfully acquired technical data available as the 

basis of conformity review of the advanced fuel rods. It is considered that the 

current fuel-related acceptance criteria for RIA and LOCA are applicable to the 

high burnup advanced fuels. Additional detailed examinations are necessary to 

investigate the fuel failure at a low enthalpy and the rupture type failure that 

were newly observed in the RIA tests, and also high burnup fuel pellet behavior 

under LOCA conditions, because occurrence conditions and mechanism of these 

phenomena and their influence on the reactor core integrity have not been fully 

understood. 
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１. 序論 

１.１ 背景 

既存の発電用軽水炉の安全性を向上させるとともに高燃焼度化をはじめとする高度利用

を目指し性能を高めた燃料、いわゆる「改良型燃料」の研究開発が国内外で進められてき

ており、海外ではその一部が既に実用化されている。改良型燃料は、従来の規格を超えて

合金組成を変更した新合金被覆管や結晶組織を変更したペレットを採用することで、現行

型の燃料に比べて、発電用軽水炉での照射中に生じる燃料被覆管の腐食やペレットからの

核分裂生成ガス（FPガス）放出等の低減を図ったものであり、これらの点で燃料の安全性

がより高められる。一方、同じジルコニウムをベースとした燃料被覆管においても合金組

成や製造時の熱処理条件の違いにより事故時の燃料挙動に差が生じること（参 1）が報告され

ている。また、通常運転中に生じる燃料被覆管の腐食及びこれに伴う水素吸収等の種々の

変化が事故時の燃料挙動に大きく影響すること（参 2-10）が知られている。 

今後我が国において改良型燃料が導入される場合には、その導入の前に、発電用原子炉

施設の規制基準（実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則等）への適合性審査（以下、単に「適合性審査」という。）が行われることになる。

上記の知見を踏まえれば、適合性審査に先立って、改良型燃料の各種改良点が燃料挙動に

及ぼす影響について技術的知見を取得しておく必要がある。また、現行の燃料に関する判

断基準類の多くが従来型の燃料について得られた知見を基に定められていることから、そ

れらが改良型燃料の適合性審査にも適用可能であることを確認する必要がある。本研究で

は、高燃焼度燃料の安全性確保をより確実に行うために、高燃焼度改良型燃料を用いて、

設計基準事故である反応度事故（RIA）及び冷却材喪失事故（LOCA）を模擬した実験や計算

コードを用いた解析を行い、事故時の燃料挙動に関するデータを広く取得した。 

RIAは設計基準事象のひとつであり、燃料被覆管の状態によっては、出力急昇（燃料エン

タルピの投入）に伴って起こる燃料ペレットの急激な膨張に燃料被覆管が耐えられずに、

燃料は破損に至る。RIA 時の燃料破損判断基準等は、旧原子力安全委員会原子炉安全基準

部会報告書「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象における燃焼の進んだ燃料の取り

扱いについて」（平成 10 年 4 月）にまとめられた。同報告書では、PWR 燃料についてはナ

トリウム冷却条件で実施された燃料セグメント燃焼度 64GWd/t の実験、水冷却条件では

50GWd/t の実験、BWR 燃料については水冷却条件の 45GWd/t の実験における結果等に基づ

き、ペレット燃焼度に応じた破損しきい値が決定された。破損しきい値は燃料エンタルピ

を指標とし、運転時の異常な過渡変化にあっては燃料エンタルピがこの破損しきい値を超

えないこと、事故にあってはこの破損しきい値を超えて燃料が破損し、これに起因する機

械的エネルギーやペレットの微細化が発生しても、原子炉の停止能力及び冷却性並びに原

子炉圧力容器の健全性を損なわないことを確認することを求めている。なお、同報告書に

おいては、ペレット燃焼度 65GWd/t を超える領域については工学的判断に基づき暫定的な

破損しきい値が設定され、この暫定破損しきい値については、今後の試験の進捗や燃料設
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計の改良等に応じて見直していくこととなっている。また、MOX 燃料の破損しきい値につ

いては直接検討されていないものの、旧原子力安全委員会原子炉安全基準部会報告書「発

電用軽水型原子炉施設に用いられる混合酸化物燃料について」（平成 7年 6 月）において、

反応度投入事象時の MOX燃料挙動は UO2燃料と同様であると結論付けられていることから、

UO2燃料実験に基づく破損しきい値を用いても安全評価上の問題はないとしているが、暫定

破損しきい値と同様、RIA 模擬実験の進捗に応じて、適宜見直しがなされるべきものと結

ばれている。 

LOCAは１次系配管の破断等により炉心の冷却材が喪失する事故であり、設計基準事故の

ひとつである。LOCA時においても、炉心の冷却可能形状を維持しつつこれを冷却すること

が求められるが、炉心の冷却可能形状を維持するためには、燃料の広範な崩落につながる

燃料被覆管の著しい脆化を防止すればよいという考えに基づき、LOCA時における燃料被覆

管温度と酸化割合の上限（1473K(1200℃)、15%ECR）が「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系

の性能評価指針」（昭和 56年 7月）（ECCS性能評価指針）において定められた。ECCS性

能評価指針は、未照射燃料被覆管を用いた試験で得られた LOCA時の破断限界に関するデー

タに基づき策定されたものである。同指針制定後、燃焼の進展に伴う燃料被覆管の材料面

での変化（腐食量及び水素吸収量の増加、照射欠陥の蓄積等）が燃料被覆管の破断限界に

及ぼす影響等について調べるために、旧日本原子力研究所において精力的に LOCA模擬試験

が実施された。この試験では、燃焼の進んだ燃料被覆管の状態を模擬した水素添加未照射

燃料被覆管及び発電用軽水炉で使用された燃料被覆管が使用されたが、その材質は当時国

内発電用軽水炉で使用が認められていた従来型合金が主であった。得られた試験結果から、

従来型合金の燃料被覆管の LOCA時破断限界は燃料棒局所燃焼度約 75 GWd/tまで著しく低

下しないことが確認された。（参 5-9）一方、近い将来に国内発電用軽水炉への導入が想定され

る改良型燃料では従来型と異なる合金組成の改良型燃料被覆管が採用されていることから、

改良型燃料の適合性審査に備え、改良型燃料被覆管に関する知見、具体的には合金組成の

変更や燃焼に伴う材料変化が LOCA時破断限界に及ぼす影響等の知見が必要である。 

ECCS性能評価指針制定時には、ECCS作動後の再冠水時に燃料被覆管に働く熱応力が最も

厳しい負荷だと考えられたこと、また LOCAと地震が重畳する確率は低いと考えられたこと

から、再冠水時の熱応力を念頭に基準が決められた。しかし、東京電力福島第一発電所事

故発生後の余震の規模及び発生頻度を考慮すれば、LOCAを経験した燃料の耐破断特性を調

べ、LOCA後長期炉心冷却性の維持に関する知見を取得しておくことも必要である。 

 

１.２ 目的 

高燃焼度燃料の安全性確保をより確実に行うために、改良型燃料についてその適合性審

査に先立ち、各種改良点が燃料挙動に及ぼす影響に関する技術的知見を取得する。また、

現行の規制基準類の多くが従来型の燃料について得られた知見を基に定められていること

から、高燃焼度領域のデータを拡充するとともに、それらが改良型燃料の適合性審査にも
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適用可能であることを確認するために知見を取得する。さらに、LOCA後の長期冷却性に関

し、LOCAを経験した被覆管の地震等の外的負荷に対する耐破損特性についても知見を取得

する。 

 

１.３ 全体工程 

本研究は平成 18 年度から平成 30年度にかけて、主に国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構（JAEA）への委託事業（参 9-19）として実施したものであり、得られた成果を本報告

書にまとめる。全体工程を図１.１に示す。 

RIA試験及び LOCA試験に供する燃料棒は、スペイン、仏国、スイス、スウェーデンの発

電用原子炉にて燃料棒平均燃焼度約 49～84GWd/t まで照射された改良型燃料から採取した

ものであり、平成 22 年度に日本に海上輸送した。輸送された燃料棒は、JAEA の燃料試験

施設において、さらに試験燃料棒へ加工し、各試験に供した。 

RIA 試験については、JAEA が有する原子炉安全性研究炉（Nuclear Safety Research 

Reactor：NSRR）を用いて平成 24年から平成 30年までに 9回のパルス照射試験を行った。

LOCA試験では、JAEAの燃料試験施設において、平成 23年から平成 30年までに 8回の急冷

破断試験、7 回の酸化速度評価試験、平成 29 年度から平成 30 年度までに 2 回のペレット

加熱試験を行った。また、RIA試験及び LOCA試験の前後において、試験対象燃料及び試験

片の詳細な観察等を実施した。これらの試験及び観察と並行し、JAEAが開発した燃料挙動

解析コードである FEMAXI（通常運転時及び過渡時挙動評価用）及び RANNS（事故時挙動評

価用）を用いて、発電用軽水炉でのベース照射中の燃料挙動及び RIA 試験時の燃料挙動を

解析し、試験条件の決定や試験結果の考察に必要な燃料内部の温度、ひずみ、応力等の状

態量を評価した。また、燃料の LOCA 後長期冷却性確認の観点で、有限要素法（FEM）コー

ドを用いて、地震を想定した振動時に LOCA 後燃料被覆管に作用する応力の解析を行った。 
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図１.１ 本研究の全体工程 

Fig. １.１ Overall schedule of the research project 
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２. 本論 

２.１ 研究の概要 

本研究では、高燃焼度改良型燃料を対象に、以下に示す RIA 試験及び LOCA 試験を実施

し、事故時の燃料挙動に関するデータを取得した。 

 

２.２ RIA試験 

２.２.１ RIA試験の概要 

RIAは、原子炉設計時に想定する設計基準事故のひとつであり、制御棒の飛び出し（PWR）

又は落下（BWR）により原子炉出力が局所的に急上昇し、燃料エンタルピが急激に増大する

事故である。NSRRは RIA条件を模擬し実験燃料棒にパルス状に高い出力を与えることがで

きる研究炉であり、NSRRを用いることにより RIA時に起こる燃料破損や破損による影響を

調べることができる。本研究で行った RIA 試験では、欧州で高燃焼度まで照射された改良

型燃料（UO2燃料及び MOX 燃料）を対象として NSRR にてパルス照射試験を行い、燃料棒の

破損が生じる燃料エンタルピや FPガス放出等、事故時の影響評価に必要なデータ及び知見

を取得した。試験実施にあたっては、まず入手した燃料を JAEAの燃料試験施設で短尺の試

験燃料棒に加工し、NSRR パルス照射試験前の状態を調べるための試験を実施し、その後、

NSRR 施設に輸送した。試験燃料棒の構造を図２.１に示す。室温大気圧試験燃料棒は全長

約 300mm、燃料スタック長約 110mmで、高温高圧試験燃料棒は全長約 120mm、燃料スタック

長約 50mmの寸法である。両燃料棒とも燃料スタックの両端面で生じる過剰な核分裂反応を

抑える目的で燃料スタックの両端に中性子吸収材であるハフニウム（Hf）ディスクを配置

し、試験用として設計製造された端栓を装着した構造となっている。 

NSRR 施設に輸送した試験燃料棒を実験カプセルに封入して、その後、実験カプセルを

NSRRの炉心に挿入してパルス照射試験を実施した。実験カプセルの構造を図２.２に示す。

本事業では、室温大気圧用及び高温高圧用の二種類のカプセルを用いた。両カプセルとも、

試験部容器（内部カプセル）及び外部容器から構成される二重カプセル型の構造であるが、

高温高圧用カプセルには、試験部容器の安全性確保のため制限内圧を超えた場合の圧力逃

がし用として圧力抑制用タンクが設けられている。 

 



-5- 

 

 
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.１ NSRR実験燃料棒の概略構造 

Fig. 2.1 Schematic diagrams of test fuel rods for NSRR experiment 

 

 

 （１）室温大気圧カプセル  （２）高温高圧カプセル 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.２ RIA試験用の実験カプセルの概要 

Fig. 2.2 Schematic diagrams of experimental capsules for RIA-simulating test 

 

 

 

スプリング

アルミナペレット

上部端栓溶接部

Hfディスク

被覆管 燃料ペレット

Hfディスク

アルミナペレット

下部端栓溶接部

圧力計

スプリング

上部端栓

スプリング

Hfディスク
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試験燃料棒を封入した実験カプセルを NSRR の炉心中央部の実験孔に装荷してパルス照射

した。パルス照射試験では、RIA 時の出力暴走を模擬した条件での燃料の過渡挙動を燃料

被覆管外面温度、燃料被覆管変形量、燃料棒内圧等の測定により把握する。パルス照射試

験後には、燃料試験施設にて照射後試験を実施し、燃料棒の変形や破損状態の観察を行う。

これらの試験及び観察によって、燃料棒の破損が生じる燃料エンタルピ、パルス照射によ

る FP ガス放出量など、事故の影響評価に必要なデータを取得した。NSRR 施設で行う作業

の流れを図２.３に示す。 

 

 
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.３ RIA試験における NSRR施設での試験燃料棒と実験カプセル取扱いの流れ 

Fig. 2.3 The flow of handling of test fuel rod and experimental capsule in the 

NSRR facility, for the RIA-simulation test 
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２.２.２ RIA試験条件及び結果 

本研究で実施した RIA 試験の条件及び結果を表２.１にまとめる。また、図２.４には、

本研究及び本研究以前に NSRR においてデータを取得した燃焼度範囲を燃料型式別に示す。

図中の黒い部分が本研究により拡大された範囲である（参 11-19）。PWR-UO2 燃料については

84GWd/tまで、PWR-MOX燃料及び BWR-UO2燃料については 64GWd/tまで燃焼度範囲を拡大し

た。燃料被覆管材料については、本研究以前に、PWR改良型燃料被覆管である ZIRLO、MDA、

NDA、M5 に関するデータを取得しているが、本研究では新たに M-MDA(応力除去焼鈍：SR)、

M-MDA(再結晶焼鈍：RX)、低スズ ZIRLO に関するデータも取得した。また M5 被覆管のデー

タについても、より高い燃焼度までデータを拡充した。BWR燃料被覆管については、Zry-2

の規格内で Feの割合を高くするなどの組成の変更及び熱処理条件の最適化が図られた LK3

被覆管及び LTP被覆管に関するデータを取得した。また、BWR-UO2燃料では二種類の添加物

入り燃料ペレットのデータも取得した。 

RIA試験時の冷却水温度条件については、燃料破損限界条件の温度依存性を調べるために、

PWR-UO2燃料を用いた試験（VA-5～VA-9）において、室温大気圧条件に加え、高温高圧の試

験を実施した。BWR においては低温起動時に起こる RIA が燃料において最も厳しい（被覆

管の延性が低い）と考えられることから、室温大気圧条件で試験を実施した。PWR 燃料の

内、CN-1については、MOX燃料の FPガス挙動を調べる目的があり、データの比較性を考慮

し、多くのデータが取得されている室温大気圧条件で試験を実施した。また、GR-1 では、

CN-1 と同じ M5 被覆管が使用されているが、燃料には UO2ペレットが使用されており、MOX

燃料と UO2燃料の比較のため、同様に室温大気圧条件で試験を実施した。 

図２.５に NSRR実験において測定されるデータの代表例として、VA-5より得られた NSRR

出力、NSRR積分出力、試験燃料棒内圧、カプセル内圧履歴を示す。NSRRにおける RIA試験

は、パルス照射試験と呼ばれており、急激な核分裂反応が生じるが非常に短時間で収束す

る。図２.５の NSRR 出力履歴からは、約 0.01 秒で出力変動が終了していることがわかる。

試験燃料棒の出力及び発熱量の経時変化は、それぞれ NSRR 出力及び NSRR 積分出力と同様

であり、試験燃料棒内の残留核分裂性同位体の量と NSRRの履歴から試験燃料棒の出力及び

発熱量を評価する。試験燃料棒に破損が生じた場合は、高温状態となっている燃料ペレッ

ト及びカプセル内冷却水との相互作用が生じるため、急激な圧力変化が試験燃料棒内圧及

びカプセル内圧に現れ、破損が生じたタイミングを特定することができる。図２.６に、試

験燃料棒内に生じる発熱と燃料エンタルピの関係を示す。NSRRでのパルス照射により、試

験燃料棒内では急激に核分裂反応が進み、発熱量（発生エネルギー量）は増加する。時間

の経過とともに、発生エネルギーの一部は冷却材に伝わり除熱されるが、パルス照射直後

は冷却材に伝わる時間がないため、発生したエネルギーのほとんどは試験燃料棒内の燃料

ペレットに蓄積される。この蓄積されるエネルギーを燃料エンタルピと呼んでいる。試験

燃料棒の破損タイミングは上記のとおり燃料棒内圧履歴等から知ることができ、その時の

燃料エンタルピを破損時エンタルピと呼んでいる。時間の経過により熱エネルギーの一部
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は冷却材に伝わるため、燃料ペレットに蓄積されるエネルギー量は最大値を取り、その後

に降下する。この最大値をピークエンタルピと呼んでおり、破損が生じなかった場合には、

ピークエンタルピにより試験結果を整理している。 

表２.１に示すとおり、PWR- UO2燃料を用い、室温大気圧条件で試験を行った VA-5、VA-

6 及び高温高圧条件で試験を行った VA-8において、燃料は破損に至った。PWR-MOX燃料を

用い、室温大気圧条件で試験を行った CN-1でも、試験後の外観観察で燃料破損が確認され

たが、RIA試験中の測定データからは破損を示唆するデータは得られなかった。また、BWR-

UO2燃料を用い、室温大気圧条件で試験を行った OS-1では、その燃焼度（64GWd/t）に対応

する PCMI 破損しきい値（50cal/g）より低い燃料エンタルピで破損が生じた。以下に、取

得したデータの整理及び考察を示す。 
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図２.４ 試験データの燃焼度範囲 

Fig. 2.4 Fuel types and burnup range of RIA tests conducted at the NSRR facility 
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出典）独立行政法人日本原子力研究開発機構、平成 24年度燃料等安全高度化対策事業に関する報告書（参 15） 

図２.５ NSRR実験測定データ例（VA-5） 

Fig. 2.5 Typical measurement data in a NSRR test (VA-5) 
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図２.６ RIA試験時の燃料棒内線出力と燃料エンタルピの関係 

Fig. 2.6 The relation between rod power and fuel enthalpy at a RIA test 

 

２.２.３ PCMI破損しきい値の妥当性検討 

図２.７は、これまでに NSRR やフランスの CABRI等で実施された照射済燃料 RIA試験の

結果をまとめたものである。本研究で得られた結果を赤いマークで示す。なお、白抜きの

マークは非破損、塗りつぶしのマークは破損した試験を示す。横軸はペレット燃焼度であ

り、縦軸は、非破損であった試験についてはピーク燃料エンタルピ、破損した試験につい

ては破損時燃料エンタルピを示す。なお、RIA試験に用いる試験燃料棒は短いため、セグメ

ント平均燃焼度とペレット最高燃焼度は等しいとしている。また、RIA 試験における初期

冷却水温度が高い試験（高温試験）については、初期燃料エンタルピからの増分のピーク

値を示す。図２.７中に折れ線で示された旧原子力安全委員会が定めた現行の PCMI 破損し

きい値はペレット燃焼度の関数として燃焼度 75 GWd/t までの範囲で定義されており（参 20）、

この内ペレット燃焼度 65～75 GWd/tにおける PCMI 破損しきい値 40 cal/g は当該領域に

ついて試験データのなかった当時の工学的判断に基づいて定められたものである。その後、

旧原子力安全・保安院からの委託事業として、JAEA にて実施した研究（参 5-8）において、65

～77GWd/tまでのデータが取得され、これらの燃焼度領域においても、現行の PCMI破損し

きい値が妥当であることが確認された。本研究では、さらに、改良型燃料を用いて、燃焼

度領域も 84GWd/tまで拡充し試験を実施した。 

UO2燃料ペレットと実用化が見込まれる M-MDA(SR) （参 21）被覆管を用いた PWR燃料 VA-5に

ついては、燃料破損が生じたものの、破損時エンタルピは現行の PCMI破損しきい値より高

くなった。同燃料を用いた VA-7では、より実炉条件に近い高温で試験を実施しており、燃

料破損には至らなかった。UO2燃料ペレットと海外ではすでに実用化されている M5 被覆管

RIA試験時の
燃料棒内線出力

時間

燃料ペレットからの除熱分を発熱量よ
り差し引いたエネルギ密度
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を用いた PWR 燃料 GR-1 でも燃料破損には至らなかった。以上のように、UO2燃料ペレット

と国内実用化が見込まれる改良型燃料被覆管を用いた試験では、現行の PCMI破損しきい値

より高い燃料エンタルピでの破損、あるいは、非破損が確認され、UO2燃料ペレットを用い

た改良型燃料に対しては、M-MDA(SR)被覆燃料で 81GWd/t まで、M5 被覆燃料で 84GWd/t ま

での燃焼度範囲において現行の PCMI破損しきい値が妥当であることを確認できた。MOX燃

料ペレットと M5 被覆管を用いた CN-1においても、燃料破損が生じたものの、破損時エン

タルピは現行の PCMI 破損しきい値より高く、MOX 燃料に対しても、64GWd/t までの燃焼度

範囲において現行の PCMI 破損しきい値が妥当であることを確認できた。ただし、UO2燃料

ペレットに微量のクロミアやアルミナを添加した改良型燃料ペレットについては、LS-4と

OS-1 にて試験を実施したが、OS-1において現行の PCMI破損しきい値より低い燃料エンタ

ルピで破損が生じており、引き続き試験を行い、破損原因を究明するための技術的知見を

拡充する必要がある。VA-6 と VA-8では国内実用化の見込みのない被覆管（VA-5、VA-7と

同じ M-MDAであるが RX材）を用いて試験を行ったため、現行の PCMI破損しきい値の妥当

性検討の対象から除外するが、VA-6 と VA-8 からは被覆管破損の条件やメカニズムを検討

する上で非常に貴重なデータを得ることができた。 

 

 
 *商用利用の予定の無い M-MDA(RX)被覆管燃料 

**CN-1試験では、燃料は破損したが、PCMI破損ではなく内圧破裂であったと考えられる。 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.７ 本研究で得られたデータを反映した PCMI破損マップ 

Fig. 2.7 PCMI failure map updated with the RIA test results obtained in this 
research project 
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２.２.４ 破損形態 

図２.８に VA-5 と VA-6 の試験後の燃料棒の外観を示す。破損形態についても、SR 材の

VA-5と RX材の VA-6が異なることがわかる。VA-5では従来どおり軸方向への亀裂進展が観

察されるが、VA-6では数か所で周方向への亀裂進展あるいは亀裂発生により燃料棒が分断

しており、同程度の燃焼度ではあるが被覆管の腐食量や水素吸収量に差があり（VA-5：酸

化膜厚さ 30μm、 水素濃度 312ppm、VA-6：60μm、683ppm）、これらが破損条件と破損形

態に影響を及ぼしていると考えられる。 

M5被覆管を用いている GR-1及び CN-1燃料については、試験中の測定データから、共に

エンタルピ増分が現行破損しきい値を大きく上回っても PCMI 破損に至っておらず、M5 被

覆管燃料に対して、現行破損しきい値は有効であることが確認できた。ただし、CN-1試験

では PCMI 破損は生じなかったものの、図２.９に示すとおり、試験後の照射後試験で内圧

破裂と見られる貫通欠陥の形成が確認されている。これは高燃焼度 PWR/BWR 燃料では初め

て観測されるタイプの破損形態である。内圧破裂型の燃料破損防止のための基準としては、

旧原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象に関する評価指針」（昭

和 59年 1月）において、燃料棒内外圧差の関数として破損しきい値が示されている。同指

針では、燃料棒内圧が外圧より 6 ㎏/cm2を上回ると、内圧破裂型の破損が生じるとして、

内外圧差に応じて、65cal/g～137cal/gの破損しきい値が示されている。しかし、このしき

い値は未照射燃料を予加圧した試験から設定されたもので、照射の効果は含まれていない。

CN-1では、試験中に破損が確認されなかったため、表２.１に示すとおり、破損時燃料エン

タルピは、ピークエンタルピの 670J/g（160cal/g）で整理しているが、これは内圧破裂型

の破損しきい値よりも大きく、この結果からは内圧破裂型の破損しきい値の妥当性に問題

ないと言える。しかし、CN-1は室温条件で試験を実施しており、実炉条件である高温では

燃料被覆管の延性は増大するが材料強度は低下するため、高燃焼度の影響を考慮しつつ高

温における高燃焼度改良燃料の内圧破裂破損については注意深く調べる必要がある。 

 

出典）独立行政法人日本原子力研究開発機構、平成 26年度燃料等安全高度化対策事業に関する報告書（参 17） 

図２.８ VA-5(SR)及び VA-6(RX)試験燃料棒の試験後外観 

Fig. 2.8 Post-test appearances of the VA-5(SR), -6(RX) fuel rods 

VA-5
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BottomTop

BottomTop

3 cm
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.９ CN-1試験燃料棒の試験後外観 

Fig. 2.9 Post-test appearance of the CN-1 fuel rod 

 

BWR燃料である LS-4及び OS-1は、従来の UO2燃料ペレットに微量の Cr2O3等が添加され

た添加型ペレットが採用された燃料である。LS-4試験では高い投入エンタルピによっても

燃料は破損しなかったが、OS-1試験では燃料は破損し、その破損時燃料エンタルピは、現

行破損しきい値を下回った。OS-1 燃料の試験後の外観写真を図２.１０に示す。外観写真

から、軸方向への亀裂進展と周方向への亀裂の周り込みが確認できる。また、OS-1燃料と

同一セグメントから採取した燃料被覆管金相写真を図２.１１に示す。燃料被覆管金相写真

からは、同燃料被覆管中に占める半径方向水素化物（燃料被覆管の半径方向に配向・成長

したジルコニウム水素化物）の割合がこれまでに試験対象とした燃料被覆管に比べて大き

い傾向にある領域が周方向の一部に観察された。これが破損時燃料エンタルピ低下の原因

の一つとなった可能性がある。同燃料のペレットには添加型ペレットが採用されており、

燃料ペレット内に蓄積された FP の影響等により事故条件下での燃料ペレットの膨れにお

いても特異な挙動が生じ、燃料被覆管への負荷が通常の UO2 燃料とは異なり破損時燃料エ

ンタルピに影響を及ぼした可能性もある。また、OS-1で使用されている添加型燃料ペレッ

ト（ADOPT）は照射初期に生じる焼きしまりが小さいことが報告されており(参 22-23)、燃料ペ

レットと被覆管の間のギャップが比較的早く閉じ、その後に生じる燃料ペレットと被覆管

の機械的相互作用がより顕著となって、燃料被覆管中の半径方向水素化物の割合増加が大

きくなったことも考えられる。 

現時点では破損原因や試験結果の一般性に関するデータ・知見が十分ではないため、PCMI

破損しきい値の妥当性検討の対象に OS-1試験の結果を含めていない。破損時燃料エンタル

ピ低下の原因特定を進めるためには、OS-1燃料に対する詳しい照射後試験や同種燃料や比

較燃料を使った追試験が必要である。 

 

 

貫通欠陥

正面横 5 mm
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 29年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 61） 

図２.１０ OS-1試験燃料棒の試験後外観 

Fig. 2.10 Post-test appearance of the OS-1 fuel rod 

 

 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 29年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 61） 

図２.１１ OS-1燃料と同一燃料棒から採取した燃料被覆管金相写真 

Fig. 2.11 Cladding metallography of the same rod as OS-1 fuel rod 
 

２.２.５ PCMI破損しきい値設定方法についての検討 

破損した燃料の詳細検査などを通じたデータ・知見（参 5-8）の蓄積により、被覆管の水素脆

化は燃料の健全性、安全性を決める重要な現象であり、NSRR 実験から得られる PCMI 破損

時燃料エンタルピも、水素吸収量や水素化物析出形態と強い相関を持っていることが明ら

かになっている 

図２.１２に示すように、PWR 燃料被覆管では低温の被覆管外面側で水素化物が集積し、

さらに、SR材被覆管では水素化物は周方向に析出する傾向がある。燃料被覆管外面酸化膜

下に水素化物が高密度で析出する層（水素化物リム）では、延性が特に低くなるため、PCMI

に起因する周方向応力が作用した際にこの水素化物リム内で半径方向亀裂が発生し、亀裂

の先端で生じる応力集中により亀裂が進展し、最終的に、燃料被覆管の内側ではせん断に

より破壊し、貫通欠陥すなわち巨視的破損をもたらすものと考えられる。図２.１３に RX

材の金相写真を示す。一般に、 RX 材被覆管では、半径方向に析出した水素化物の割合が

SR材に比べて大きく、燃料被覆管に周方向応力が与えられたとき、半径方向の水素化物に

沿って亀裂が発生する傾向がある。したがって、SR材に比較して少量の水素化物でも半径

方向亀裂が発生し、進展すると考えられる。このように、SR 材と RX 材のいずれの燃料被

覆管においても、水素吸収量が破損時燃料エンタルピを左右する点は共通であるものの、

水素化物の析出形態が異なるため、水素吸収量のみをパラメータとして、SR 材及び RX 材

を一元的に扱うことは適切ではないと考えられる。 

5 mm

100mm
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.１２ SR材被覆管 PWR燃料(VA-5)の破損部断面金相写真 

Fig. 2.12 Metallography of SR cladding failed in Test VA-5 

 

 

(a)RX材被覆管 BWR燃料(LS-1)の破損部断面金相写真 

出典）独立行政法人日本原子力研究開発機構、平成 26年度燃料等安全高度化対策事業に関する報告書（参 17） 

 

(b)RX材被覆管 PWR燃料(VA-6)の破損部断面金相 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.１３ RX材被覆管の破損部断面金相 

Fig. 2.13 Metallography of failed RX cladding  

水素化物

水素化物リム

水素化物

水素化物

酸化膜 
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図２.１４は本研究及び過去の研究にて得られた PCMI 破損時燃料エンタルピと燃料被覆

管水素吸収量を整理したもので、燃料が破損した条件を塗りつぶしたマークで、燃料が破

損しなかった条件を白抜きのマークで示している。全体的な傾向として水素吸収量の増大

とともに破損時燃料エンタルピが低下していること、RX材被覆管燃料の破損時エンタルピ

は SR材被覆管燃料のそれに比べやや低い。 

VA-5及び VA-7では同一の SR材被覆管燃料セグメントから、また、VA-6及び VA-8では

同一の RX材被覆管燃料セグメントから試験燃料棒を切り出し、それぞれ室温条件及び高温

条件での RIA 試験を実施しており、高温試験 VA-7 及び VA-8 の結果を室温試験 VA-5 及び

VA-6試験の結果と比較することで、初期温度条件のみが異なる場合の破損時燃料エンタル

ピの変化を見積もることができる。従来の試験データベース中でもこのような直接的な比

較が可能であったが、VA-5、VA-6、VA-7 及び VA-8 試験では、約 80GWd/t という高燃焼度

燃料を用いており、破損時燃料エンタルピに及ぼす温度の効果を理解する上で重要な位置

付けを占める。図２.１４より、破損した VA-5と非破損であった VA-7の比較から、水素濃

度約 300 ppm の SR 材被覆管において、破損時燃料エンタルピは初期温度の違いにより約

180 J/g 以上、上昇したことになる。一方、共に破損した VA-6と VA-8の比較から、水素

濃度約 700 ppmの RX材被覆管において、初期温度の違いによる破損時燃料エンタルピの上

昇は約 30 J/gであった。また、過去に実施した VA-1試験と VA-3試験は、ともに、SR材

ZIRLO 被覆管燃料であったが、これらの比較から得られる破損時燃料エンタルピ上昇は約

80 J/g であった。以上の比較から、SR 材、RX 材ともに、酸化膜厚さや水素濃度の大小を

問わず温度上昇による破損時燃料エンタルピ上昇の効果が見られること、また、水素濃度

が低く室温条件での破損時燃料エンタルピが大きい燃料ほど、初期温度上昇にともなう破

損時燃料エンタルピの増加幅が大きくなることが示された。温度上昇に伴う被覆管中の水

素化物の部分的な再固溶と金属母相の延性増大を考えれば、これらの傾向は技術的に妥当

である。 
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* ( )内の数字は’’threshold’を構成する節点のグラフ上座標を示す 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.１４ 燃料被覆管水素吸収量で整理した PCMI破損限界 

Fig. 2.14 PCMI failure limit as functions of cladding hydrogen content 

 

以上の議論を踏まえ、破損時の燃料エンタルピは、図２.７に示す燃焼度に対する相関性

よりも、燃料被覆管の延性に影響を及ぼす水素吸収量、水素化物析出状態に影響を及ぼす

燃料被覆管焼鈍条件及び試験温度に対する相関性の方が強いことが示唆されることから、

PCMI 破損しきい値を水素吸収量の関数として設定することを試みた。検討結果を図２.１

４中に破線で示す。破損しきい値縦軸は従来どおり燃料エンタルピ増分とした。破損時燃

料エンタルピは、水素吸収による燃料被覆管の延性変化に強く依存するため、水素吸収量

を第一のパラメータとして横軸に取った。水素吸収量の増加に伴い破損時燃料エンタルピ

は低下するため、PCMI破損しきい値は水素吸収量に対して右下がりの関数とし、試験から

得られた破損時燃料エンタルピを下回るよう、PCMI破損しきい値の線を設定した。焼鈍条

件の影響については、RX 材では半径方向水素化物の存在により、同水素吸収量でも SR 材

に比べて延性が低くなるため、SR材より低い破損しきい値を設定している。温度の効果に

ついては、試験データが取得できた条件でいずれも温度上昇による破損時エンタルピの上

昇が明瞭に確認されている。これは、温度上昇による燃料被覆管の延性増加からも理解で

き、冷却材温度条件が運転時温度に相当する場合には、破損しきい値を高く設定している。

高温条件で破損した試験例が少ないため、ある水素吸収量において非破損データ（ピーク

エンタルピ）が取得されている場合は、そのピークエンタルピより低い値になることも考

慮して、破損しきい値を設定した。高温の RX材については、他の 3条件に比べて水素吸収

量の増加に伴う破損しきい値の低下が大きくなっており、水素吸収量 700ppm付近では温度

 

被覆管水素吸収量  [wtppm] 

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
増
分 

[J/g] 



-20- 

 

の効果は見られなくなっている。温度上昇の効果は、燃料被覆管の延性増加として現れる

が、金属部分と水素化物部分を比較すると、水素化物の方が温度上昇による延性増加は小

さいと考えられる。そのため、半径方向の水素化物に沿って亀裂が進展する RX材で、水素

化物が多い場合には、温度上昇による延性増加はほとんど見られなくなると考えられるが、

温度変化に伴う水素化物の延性変化はよく調べられておらず、今後、調査する必要がある。 

なお、PCMI 破損が生じない低水素吸収量では、燃料被覆管焼鈍条件と温度に関わらず、

現行の燃焼度 25GWd/t 未満に対する破損しきい値である 460J/g（110cal/g)に集約させて

いる。今後、低水素吸収量領域の取扱いや低い燃料エンタルピで破損した OS-1燃料の追加

試験結果等も考慮し、上記しきい値の説明性及び信頼性を高める必要がある。 

 

２.２.６ FPガス放出 

RIA試験時の FPガス放出率（FGR）を、PWR燃料及び BWR燃料について図２.１５(a)及び

(b)に示す。図中で試験 ID のラベルを付したデータ点のうち、OI-10 以外の 3 点が本研究

の成果である。同図縦軸に示した放出率は、通常運転中に生成された Xe 及び Krの量に対

する放出量の比を意味している。なお、通常運転中の燃料ペレットから燃料被覆管とのギ

ャップへの FGR を評価する場合と分母は共通であり、試験中の放出量算出において生成量

から通常運転中の FP ガス放出量を差し引くことはしていない。NSRR 実験で得られた FGR

のデータは、一定の相関が認められたため、PWR 燃料についてはピーク燃料エンタルピに

より、また BWR燃料については通常運転中の FGR(通常時 FGR)により整理が試みられてきた

（参 3）。FPガス放出の重要因子である温度上昇幅はピークエンタルピに依存するため、燃料

状態がほぼ同じであれば、FPガス放出率とピークエンタルピの相関が明瞭に現れると考え

られる。しかし、図２.１５(a)に見られるとおり、最新のデータを含めて改めて整理する

と、ピークエンタルピに対する依存性は必ずしも明瞭ではなく、FGRは、温度上昇幅を決め

るピークエンタルピよりも、燃料の状態に強く依存すると考えられる。燃料の状態を示す

指標として、燃焼度が考えられ、同図(b)には、FGRと燃焼度の関係を示す。同図(b)から確

認できるように、燃焼度に対する依存性が明瞭である。その他、同図から確認できる傾向

としては、高温試験で放出率が高い点、データ点数が少ないものの燃焼度の高い MOX 燃料

で放出率がやや高いケースがある点、また、添加型ペレット等の結晶粒径の大きいペレッ

トでは放出率が低い点が挙げられる。 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.１５ パルス照射時の FPガス放出率 

Fig. 2.15 Fission gas release at the pulse irradiation of the NSRR tests 

 

２.２.７ 燃料被覆管残留変形 

図２.１６(a)及び(b)に、RIA試験前の寸法を基準とした試験後の燃料被覆管周方向残留

ひずみを示す。図中試験 IDのラベルを付したデータ点 3点が本研究の成果である。他の供

試燃料の内、VA-5、VA-6、VA-8、OS-1、CN-1については破損ケースであり直接比較可能な

データがないため、図２.１６中には示していない。RIA条件下の燃料被覆管の変形にはい

くつかの原因が考えられている。一つはペレットの熱膨張による PCMI であり、同図(a)に

見られる様にピーク燃料エンタルピの増大に対し直線的な残留ひずみの増大をもたらす。

試験結果の半分程度がおおむねこの傾向にしたがっている。ただし BWR 燃料については、

一般にペレット-被覆管ギャップが PWR燃料よりも大きいため、ペレット熱膨張初期の変位

は燃料被覆管変形に寄与しないなど、ばらつきの要素も存在する。ペレットからのガス放

出による燃料棒内圧上昇も燃料被覆管変形の原因と考えられる。燃料被覆管の温度が低い

場合は、内圧上昇による被覆管変形は起こらないが、膜沸騰遷移が生じて燃料被覆管から

冷却材への熱伝達が悪くなり、燃料被覆管温度が上昇すると、燃料被覆管の降伏点の低下

及び延性増大が生じるため、内圧上昇による燃料被覆管の大変形が起こる。この変形プロ

セスは、ひずみと燃料被覆管温度の関係により示唆されている。すなわち図中で、燃料被
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覆管が高温に達したことが確認された試験ではペレットの熱膨張から予測される範囲を超

えてひずみが大きいケースが多い。 

 
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.１６ RIA条件下での燃料被覆管塑性変形 

Fig. 2.16 Increase in cladding residual strain during the RIA tests 
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２.３ LOCA試験 

２.３.１ LOCA試験の概要 

ECCS性能評価指針は、未照射の Zry燃料被覆管を用いた試験で得られたデータに基づき

策定されたものであることから、高燃焼度燃料の利用にあたっては、通常運転中に生じる

燃料被覆管の腐食量やそれに伴う水素吸収を考慮しても、ECCS性能評価指針に示された燃

料被覆管の脆化防止のための被覆管温度基準及び酸化量基準が十分な安全裕度を有してい

ることを確認する必要がある。また、同じジルコニウムをベースとした燃料被覆管におい

ても合金組成や製造時の熱処理条件の違いにより LOCA 時の燃料挙動に差が生じることが

ある（参 1）。したがって、改良型燃料の導入にあたっては、改良と高燃焼度化が燃料被覆管

の LOCA時挙動に及ぼす影響を慎重に調べ、必要な知見を取得する必要がある。 

LOCA時に燃料が受ける最も厳しい負荷として想定されるのは、非常用炉心冷却系の作動

による再冠水過程における熱衝撃であると考えられる。燃料被覆管は LOCA時の昇温に伴う

燃料棒内圧の上昇と材料強度の低下により膨れ破裂する可能性があり、また、破裂開口か

ら侵入した水蒸気は燃料被覆管内面を酸化し、これにより発生した水素は燃料被覆管に吸

収され被覆管脆化の一因になる。急冷時の燃料棒の軸方向収縮が拘束された場合、熱衝撃

だけでなく拘束による機械荷重が燃料被覆管に作用する可能性がある。このように、LOCA

時には、燃料において酸化や水素吸収のような化学的反応や部材との機械的作用が複雑に

生じることから、炉心の冷却可能形状維持のための燃料の健全性を確認するためには、LOCA

時を可能な限り模擬した条件で試験を行い、燃料棒の急冷破断条件を評価することが望ま

しいとされ、現行の指針は LOCA条件を模擬した試験の結果を基に定められている。 

これを踏まえ、本研究においても燃料被覆管の膨れと破裂、高温での酸化、軸方向拘束

を模擬した総合的な急冷破断試験を行った。図２.１７に、急冷破断試験に用いる短尺試験

燃料棒の製作方法を示す。まず、燃料棒から長さ 190 mmの短尺燃料棒を切り出し、切り出

した短尺燃料棒から燃料ペレットを機械的に除去した（脱ミート）。脱ミート後には燃料

被覆管の内面観察を行い、脱ミートに起因する有害な傷がないことを確認した後、燃料被

覆管試料にアルミナペレットを装荷し、両端に Zry 製の端栓を溶接した。次に、同試料に

室温にて 5MPa のアルゴンガスを加圧封入し、実機の LOCA 時に原子炉圧力の低下と温度上

昇に伴う燃料被覆管の内圧上昇及び強度低下があいまって生じ得る燃料棒の破裂を模擬で

きるようにした。端栓溶接後の燃料被覆管試料にステンレス鋼製のコネクションロッドを

取り付け、全長 558 mmの試験燃料棒とした（図２.１８）。試験燃料棒の燃料被覆管外表

面には、温度制御と軸方向及び径方向温度分布の測定を行うため、合計 4対の Rタイプ熱

電対を溶接している。急冷破断試験装置の模式図とホットセルに設置した装置の写真を図

２.１９に示す。本装置は引張試験機、赤外線イメージ炉、蒸気発生器及び急冷のための注

水装置から構成されている。試験においては、試験燃料棒を水蒸気中で加熱し、一定の温

度で所定の時間酸化した後に、冠水により急冷した（図２.２０）。なお、試験燃料棒は内

圧上昇と燃料被覆管強度の低下により、昇温中、約 1050 Kで破裂する。試験では、破裂時
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点で一旦昇温を中止し、燃料被覆管の破裂位置を確認し、等温酸化条件（温度と時間）を

決めるための参考とした。図２.２０の破裂直後の下降曲線はこの操作中に生じる温度降下

に対応する。JAEAにおける行われる急冷破断試験では拘束力評価に関する従来研究（参 25-26）

を参考に、軸方向拘束力の上限値を約 540 Nに設定している。 

燃料被覆管の脆化は主に酸化量と相関づけられている。さらに、ジルコニウム基合金燃

料被覆管を水蒸気雰囲気中 1273K(1000℃)以下の温度で長時間（1273Kでは 3600s以上）酸

化させた場合に、水素を吸収しながら急速に酸化が進む現象、いわゆるブレークアウェイ

酸化が発生し得ることが報告されている(参 6、参 17）。これらのことから、高燃焼度化の影響と

ともに改良燃料における被覆管合金の変更が酸化速度に及ぼす影響を精度よく調べる必要

がある。酸化速度評価試験では、幅 8.5 mm程度のリング状に切り出した燃料被覆管を水蒸

気中で加熱し、酸化に伴う重量増加及び酸化膜の成長を測定し、酸化速度を評価した。 

炉心の冷却可能な形状は LOCA 時のみでなく、LOCA が収束した後も継続的に維持される

ことが求められている。LOCA収束後、炉心から燃料が取り出されるまでは長期の時間を要

すると予想され、この間に地震が発生する可能性も考えられる。そこで、LOCA後の地震に

対しても炉心の冷却可能形状が維持されることを確認するために、破裂や高温酸化等を経

験した燃料被覆管の 4 点曲げ試験を行い、曲げに対する強度を調べた。さらに、解析によ

り地震を想定した振動状態の燃料被覆管に発生する応力を解析により求めた。 

さらに、近年、LOCA模擬試験において、非常に高い燃焼度に到達した燃料の一部で燃料

被覆管の膨れ・破裂に伴うペレットの細片化、軸方向の再配置及び破裂開口部からのペレ

ット細片の放出が生じた例が報告されている（参 27）。これらの現象（FFRD）は、事故時の原

子炉施設の安全性に影響を及ぼす可能性があるが、その影響評価に必要となる FFRD発生機

構、しきい条件等が明らかになっておらず、現在国際的にも試験研究が進められている段

階である。本研究では、FFRDのうち、ペレット細片化挙動について基礎データを取得する

ため、燃料ペレット単体での LOCA時温度変化模擬加熱試験（以下「ペレット加熱試験」と

いう。）を実施した。ペレット加熱試験では、高燃焼度燃料から採取したペレット片を 973-

1473K(700-1200℃)まで加熱し、加熱後の燃料ペレット片の観察、加熱中の FP ガス放出挙

動の評価等を実施した。 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.１７ LOCA模擬急冷破断試験に用いる短尺試験燃料棒の製作方法 

Fig. 2.17 Fabrication process of test fuel segment rod for the integral thermal 
shock test 

 

 

  
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.１８ LOCA模擬急冷破断試験燃料棒 

Fig. 2.18 Schematic diagrams of test fuel segment rod for the integral thermal 
shock test 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.１９ LOCA模擬急冷破断試験装置 

Fig. 2.19 Schematics of the apparatus for integral thermal shock test 

 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.２０ 急冷破断試験中の温度履歴の例 

Fig. 2.20 An example of temperature history during the integral thermal shock 

test 

 

２.３.２ 急冷破断条件 

 表２.２に、本研究で実施した急冷破断試験の結果を示す。本研究では、73～85 GWd/t

まで照射された高燃焼度改良型燃料被覆管であるM-MDA、M5、低スズZIRLO及びZry-2（LK3）

に対して急冷破断試験を実施し、これらの燃料被覆管の急冷破断限界を評価した。図２.２

１及び図２.２２には、本研究から得られた結果に加えて、過去に実施した高燃焼度燃料被

覆管に対する急冷破断試験の結果（参 9-10）も併せて示す。また、図２.２２には、未照射 Zry-

4被覆管の急冷破断限界の文献値（参 28）を併せて示す。図２.２１の縦軸は LOCA模擬条件で
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の ECRであり、横軸は等温酸化温度である。図２.２２の縦軸は同じく LOCA 模擬条件での

ECRであり、横軸は初期水素濃度である。ここで、初期水素濃度とは急冷破断試験前の燃料

被覆管の水素濃度であり、高燃焼度燃料被覆管の場合には通常運転中に燃料被覆管に吸収

された水素濃度を表す。図２.２１及び図２.２２に記載する ECR は、通常運転中に燃料被

覆管外表面に形成された腐食酸化膜及び急冷破断試験時の膨れによる燃料被覆管の肉厚減

少を考慮した金属層厚さに対し、等温酸化中の破裂開口位置における燃料被覆管表面の平

均温度と等温酸化時間から、燃料被覆管内外面の両面酸化を仮定し Baker–Just酸化速度式

（参 29）を用いて算出した。LZRT3及び LZRT4は破裂開口近傍以外の燃料被覆管内面に酸化膜

が形成されていなかったことから、酸化量の計算において燃料被覆管の内外面の酸化を仮

定した場合には、酸化量を過大評価すると考えられる。このため、LZRT3 及び LZRT4 の酸

化量として、燃料被覆管の内外面の両面酸化を仮定して算出した ECR と燃料被覆管外面の

みの片面酸化を仮定して算出した ECR の双方の値を表示している。図２.２１及び図２.２

２から分かるように、高燃焼度改良型燃料被覆管は規制基準値（15%ECR）を超える酸化量

を含む約 10～30%ECRの酸化量を与えても、約 520–530 Nの拘束力条件下で破断することは

なかった。 

図２.２２から、未照射 Zry-4の急冷破断限界に近い酸化条件においても、高燃焼度改良

型燃料被覆管は破断しないことが分かる。このことから、LOCA時の燃料被覆管の急冷破断

限界は、通常運転中に燃料被覆管に吸収される水素の濃度の増大に伴い若干低下する傾向

があるものの、最高 85 GWd/tまでの燃焼の進展や合金組成の変更によって著しく低下する

ことはないと考えられる。 

 以上のことから、高燃焼度改良型燃料被覆管の LOCA 時の安全評価において ECCS 性能評

価指針に記載されている燃料被覆管温度と酸化割合に関する基準を適用することができる

と考えられる。 
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(a) 非拘束試験結果を含むプロット 

 

 

(b) 拘束試験のみのプロット 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.２１ LOCA模擬条件での酸化量及び酸化温度に関する破断マップ 

（酸化量は膨れによる肉厚減少を考慮している） 

Fig. 2.21 Fracture/non-fracture conditions relevant to ECR and oxidation 

temperature 

 

 

 

 

● 破断 

〇 非破断 

〇 非破断   

 

高燃焼度改良型燃料被覆管 

高燃焼度燃料被覆管
（参 9-10）

 

● 破断 

〇 非破断 

〇 非破断   

 

高燃焼度改良型燃料被覆管 

高燃焼度燃料被覆管
（参 9-10）
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.２２ LOCA模擬条件での酸化量及び初期水素濃度に関する破断マップ 

（酸化量は膨れによる肉厚減少を考慮している、図中数値は軸方向拘束力の上限値。数値

の記載がないものは 520–530 N） 

Fig. 2.22 Fracture/non-fracture conditions relevant to ECR and initial hydrogen 

concentration 

 

２.３.３ 水素吸収（二次水素化）挙動 

 LOCA時には、その昇温過程において燃料被覆管が膨れ、破裂した場合、燃料被覆管の破

裂開口部から水蒸気が流入し、燃料被覆管は外面だけでなく内面も水蒸気雰囲気において

酸化する。この燃料被覆管内面の水蒸気酸化により生じた水素は燃料棒内に滞留するため、

燃料棒内部における水素分圧が高まる。このため、燃料被覆管はその内面から水素を吸収

（二次水素化）しやすくなる。ただし、破裂開口部にごく近い位置では、破裂開口部から

の水蒸気の流入により水素分圧が高くならないこと及び燃料被覆管内面において酸化が進

行し、比較的厚い酸化膜が形成することによる保護膜効果により水素吸収が妨げられる。

その結果、水素分圧が高く内面での酸化の程度が少ない破裂開口中心から少し離れた軸方

向位置（20～50 mm）で顕著な水素吸収が起こる（参 30-32）。 

図２.２３に急冷破断試験中に高燃焼度改良型燃料被覆管に吸収された水素量（試験後水

素濃度と初期水素濃度との差）の軸方向分布を示す。 

 

 

 

 

 

■ 破断  

□ 非破断 

□ 非破断 

 

高燃焼度燃料被覆管
（参 9-10）

 

高燃焼度改良型燃料被覆管 

 
（参 20） 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.２３ 急冷破断試験中に試料に吸収された水素量の軸方向分布 

（黒のプロットは本事業で取得した高燃焼度改良型燃料被覆管、 

グレーのプロットは高燃焼度燃料被覆管（参 9-10）） 

Fig. 2.23 Axial profile of the amount of hydrogen absorbed during the test 

 

図２.２３には過去に実施した高燃焼度燃料被覆管に対する急冷破断試験の結果（参 9-10）を

併せて示す。本研究で調べた高燃焼度改良型燃料被覆管の水素吸収量は最大で約 2000ppm

であり、未照射 Zry-4被覆管の急冷破断試験時の水素吸収量（参 33-34）と比べて同等以下であ

った。高燃焼度 Zry-2（LK3）被覆管を除き、本研究で調べた高燃焼度改良型燃料被覆管の

LOCA時の水素吸収量の軸方向プロファイルは、未照射 Zry-4被覆管について報告されてい

るプロファイル（参 30-34）と同等であり、破裂開口中心から 20–50 mm離れた位置において最

大となった。高燃焼度 Zry-2（LK3）被覆管については、LZRT3 及び LZRT4 のそれぞれ試料

において、破裂開口位置の水素吸収量が最大ないし極大となった。破裂開口位置において

LOCA時の燃料被覆管の水素吸収量が増大する傾向は、高燃焼度 MDA被覆管（参 9、参 28）、並び

に先行研究において報告されている 39～44 GWd/tまで照射された Zry-4被覆管（参 35）及び

未照射 Zry-4被覆管（参 30）の一部についても確認されている。先行研究においては、LOCA模

擬試験時の水蒸気流量を小さくした場合に、破裂開口位置における LOCA時の燃料被覆管水

素吸収量が増大することが報告されている（参 30）。また、破裂開口が小さく、燃料棒内部へ

の水蒸気流量が小さいと考えられた高燃焼度 MDA 被覆管は、破裂開口位置における水素吸

収量が大きくなる傾向を示した（参 9、参 28）。本研究で試験した高燃焼度 Zry-2（LK3）被覆管

は破裂開口面積が約 0.4～0.5 mm2と微小であり、燃料被覆管の内面酸化が限定的であった

ことから、燃料棒内部に流入する水蒸気流量が小さかったと考えられる。このような場合

水
素
吸
収
量
（p

pm
） 
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には、破裂開口近傍において水素分圧が比較的高く、かつ燃料被覆管内面は酸化膜の形成

が限定的であり、水素吸収を妨げない状態にあると考えられる。したがって、本研究にお

いて高燃焼度 Zry-2（LK3）被覆管で観察された破裂開口位置における燃料被覆管水素吸収

量の増大の原因は、微小な破裂開口に起因する燃料棒内へ流入する水蒸気流量の低下にあ

ると考えられる。 

以上から、LOCA 時の燃料被覆管の水素吸収挙動に関して、最高 85 GWd/t までの燃焼の

進展や合金組成の変更によって水素吸収量が著しく増大することはないと考えられる。 

  

２.３.４ 酸化挙動 

(a) 酸化速度 

LOCA時のジルコニウム基合金と高温の水又は水蒸気との反応においては、表面で解離し

た酸素が内部に拡散し、濃度勾配にしたがって外表面から酸化膜（ZrO2）及び酸素安定化α

相（α-Zr(O)）が形成され、内部の金属層中では酸素濃度が増大する。酸化膜と酸素安定

化α相は非常に脆く、金属層の延性及び強度も酸素濃度の増大に伴い低下する。したがっ

て、LOCA時における燃料の健全性の観点では、燃料被覆管の厚みに占める残存金属層の厚

さとその残存金属層における酸素濃度が重要であり、精度の高い酸化速度データを取得し

ておく必要がある。また、燃料被覆管の酸化速度データは燃料被覆管の酸化に伴う発熱や

水素発生の評価にも用いられるため、これらの評価精度向上の観点からも精度の高い酸化

速度データを取得することが重要である。 

本研究では 80–85 GWd/t まで照射された高燃焼度改良型燃料被覆管である M-MDA、M5、

低スズ ZIRLO、及び Zry-2（LK3）に対して酸化速度評価試験を実施した。同試験では燃料

ペレットを除去した高燃焼度改良型燃料被覆管を約 8.5 mmの長さに切断し試験片とした。

この試験片を高温水蒸気中において 1173–1473 Kの温度にて 120–4000sの時間範囲で等温

酸化させた。酸化速度評価試験の条件を表２.３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



-33- 

 

表２.３ 酸化速度評価試験条件 

Table 2.3 Conditions of the oxidation tests 

試験片番号 材料 
等温酸化条件 

温度 (K) 時間 (s) 

OMMDA- 1～4 

M-MDA 

1473 120～ 900 

OMMDA- 6～9 1323 120～1800 

OMMDA-10～13 1173 120～4000 

OMFI2- 1～4 

M5 

1473 120～ 900 

OMFI2- 6～10 1373 120～1800 

OMFI2-11～15 1273 120～3600 

OZIR2- 1, 3～5 

低スズ ZIRLO 

1473 120～ 900 

OZIR2- 6～8, 14 1373 300～1800 

OZIR2-10～13, 15 1273 120～3600 

OZRT2- 1～4 

Zry-2（LK3） 

1473 120～ 900 

OZRT2- 6～10 1373 120～1800 

OZRT2-11～15 1273 120～3600 

 

図２.２４に高燃焼度 M-MDA、M5、低スズ ZIRLO、及び Zry-2（LK3）被覆管の単位面積当た

りの重量増加の酸化時間依存性を示す。同図には未照射の M-MDA、M5、低スズ ZIRLO、及び

Zry-2（LK3）被覆管の単位面積当たりの重量増加の酸化時間依存性を併せて示す。図から、

高燃焼度改良型燃料被覆管の酸化による重量増加は、未照射材との比較において 1473K で

は同等であり、1373K以下の温度で僅かに小さくなる傾向が観察された。 

表２.４に高燃焼度 M-MDA、M5、低スズ ZIRLO、及び Zry-2（LK3）被覆管について求めた

酸化速度定数を示す。また、図２.２５に同酸化速度定数の温度依存性を示す。なお、酸化

速度定数とは、酸化の進行が(２．１)式に示す二乗則に従うものと仮定したときの定数（Kw）

である。 

 

  Δ𝑊2 = 𝐾𝑊𝑡.......................... (２．１) 

 

ここで、ΔW は単位面積当たりの重量増加、t は酸化時間を表す。M-MDA、M5 及び低スズ

ZIRLO被覆管は、酸化温度が 1173及び 1273 Kの場合、酸化時間が約 900s以下では単位面

積当たりの重量増加が二乗則に従うと見なせるが、それよりも長い酸化時間のデータを含

めると二乗則から外れ、酸化速度が低下する傾向を示した。図２.２６に 1273K の温度で

1800s 酸化させた高燃焼度 Zry-2（LK3）被覆管の断面金相画像を示す。この図から腐食酸

化膜にクラックが生じた箇所で、局所的に酸化が進行している様子が観察される。高燃焼

度 Zry-2（LK3）被覆管の 900s を超える比較的長時間の酸化においては、酸化膜の成長と

共に酸化膜中に発生する圧縮応力が増大した結果、腐食酸化膜にクラックが発生して酸化

に対する保護膜効果が低減し、結果として比較的大きな重量増加を示したと推測される。

このため、表２.４及び図２.２５に示すデータのうち、1173及び 1273Kの酸化速度定数は、
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酸化時間が約 900s 以下のデータから求めたものである。また、高燃焼度 Zry-2（LK3）被

覆管の 1373K における酸化速度定数についても、酸化時間が約 900s 以下のデータから求

めたものである。高燃焼度低スズ ZIRLO 被覆管の 1373K における酸化速度定数は、酸化時

間 120sでは試料の重量増加が確認されなかったため、1373K以外のデータから求めた値で

ある。図２.２５には、過去の研究にて取得した未照射燃料被覆管（M5、Zry-4、M-MDA、及

び低スズ ZIRLO）に対する酸化速度評価試験結果（参 9-10、参 12-13）を併せて示す。この図から、

本研究で調べた改良型燃料被覆管の酸化速度は従来材である未照射 Zry-4 被覆管と比較し

て同等以下であることが分かる。比較的低い温度において M-MDA及び M5が小さい酸化速度

を示したのは、これらの合金が添加元素として Nbを含むためであり、従来知見と矛盾しな

い。また、照射材と未照射材の酸化速度を比較すると、本研究で調べた高燃焼度改良型燃

料被覆管の酸化速度は未照射材と比較して 1473K では同等であり、一方、1373K 以下の温

度範囲で低いことが分かる。比較的酸化温度が低く、酸化時間が短い場合に、照射材の酸

化が未照射材に比べて抑制される傾向は、酸化速度だけでなく、酸化速度評価試験後の断

面金相観察からも確認できる。また、先行研究においても、その傾向は確認されている（参

17-20、参 40-41）。 

これらの照射材における酸化抑制は、通常運転中に燃料被覆管外面に形成された腐食酸

化膜の保護効果によるものと考えられるが、LOCA時では、燃料被覆管の膨れ、破裂が発生

するため、それが保護効果に及ぼす影響を考慮する必要がある。LOCA時に燃料被覆管が膨

れ、破裂した場合、周方向の変形により腐食酸化膜には細かなクラックが発生する。図２.

２６で観察されたように、腐食酸化膜にクラックが生じた位置では保護効果が低下し、高

温酸化が進行する（参 10、参 17-18、参 20）。また、図２.２７ 急冷破断試験後の LZIR5 の破裂開口

位置における断面金相画像に示すように、急冷破断試験において膨れ、破裂した後に酸化

させた燃料被覆管試料に関しては、腐食酸化膜の保護性はほとんど見られなかった（参 9-11、

参 15、参 17-19）。したがって、高燃焼度燃料被覆管の安全評価に際しては、通常運転中に形成さ

れる腐食酸化膜による保護効果を考慮せずに燃料被覆管の酸化量を評価すべきと考えられ

る。 

 以上から、燃料被覆管の高温酸化速度は 85 GWd/tまでの燃焼の進展や合金組成の変更に

よって著しく増大しないと考えられる。したがって、本研究にて調べた高燃焼度改良型燃

料被覆管（燃焼度 80～85 GWd/t）について、安全評価において Baker–Just酸化速度式（参

29）を利用することができると考えられる。 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.２５ 未照射及び高燃焼度改良型燃料被覆管の酸化速度定数の温度依存性 

Fig. 2.25 Temperature dependence of the parabolic rate law constants for weight 

gain of un-irradiated and irradiated advanced fuel cladding tubes. 

 

 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.２６ 1273Kで 1800s酸化させた高燃焼度 Zry-2（LK3）燃料被覆管の断面金相画像 

Fig. 2.26 Metallographs of the transverse cross sections of the high-burnup Zry-

2 (LK3) cladding tube specimen after the oxidation tests at 1273K for 1800s. 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 27年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 18） 

図２.２７ 急冷破断試験後の LZIR5の破裂開口位置における断面金相画像 

Fig. 2.27 Metallographs of the transverse cross section at the center of rupture 

opening of LZIR5 after the integral thermal shock test. 

 

(b) ブレークアウェイ酸化 

 773–1073K 及び約 1273K で長時間酸化させた際に起こる「ブレークアウェイ酸化」（参 6、参

24）は、酸化速度及び水素吸収の急激な増大を伴うことから、LOCA時の燃料健全性評価にお

いて重要な現象である。本研究においては、1273K の温度で 3600s 酸化させた高燃焼度低

スズ ZIRLO 及び Zry-2（LK3）燃料被覆管試料で重量増加の顕著な増大と 200ppm を超える

水素吸収量の顕著な増大（それぞれ 516及び 933ppm）が観察された。また、図２.２８に示

すように、これらの試料に対する酸化速度評価試験後の断面金相観察の結果、燃料被覆管

の内外面の高温酸化層に多孔質な ZrO2及び周方向のクラックの形成、並びに燃料被覆管内

外面の高温酸化層と金属層との境界が波を打ち、多数のクラックが形成されていること等、

ブレークアウェイ酸化の発生と考えられる兆候（参 43、参 44）が確認された。 

 ブレークアウェイ酸化を生じた燃料被覆管は顕著に脆化することから、ブレークアウェ

イ酸化が発生する酸化条件を明確にすることが重要である。1243–1273Kの温度で等温酸化

させた場合、未照射 Zry-4 被覆管では 3600s、未照射 M5 被覆管では 5000s、未照射 ZIRLO

被覆管では（3100 ± 300）sの酸化時間でブレークアウェイ酸化が発生したと報告されて

いる（参 1、参 24、参 43-44）。本研究においては、1273Kの温度で等温酸化させた場合、高燃焼度 M-

MDA被覆管で 4000s、高燃焼度 M5被覆管で 3600s、並びに高燃焼度低スズ ZIRLO及び Zry-

2（LK3）被覆管で 1800s の酸化時間においてブレークアウェイ酸化は発生せず、上記の先

行研究において報告されている時間より短い酸化時間において、ブレークアウェイ酸化は

観察されなかった。したがって、85 GWd/tまでの燃焼の進展や合金組成の変更によっても、

ブレークアウェイ酸化が発生する時間は著しく短くなることはなく、LOCA時に想定される

高温酸化時間に比べて十分長く、LOCA時にブレークアウェイ酸化が発生する可能性は十分

小さいと考えられる。 

B
A

2 mm 100 µm 100 µm

高温酸化層
腐食酸化膜

UO2 ペレット

変態β相 酸素安定化α相

Ｂ部拡大A部拡大

腐食酸化膜
高温酸化層

UO2 ペレット
変態β相 酸素安定化

α相
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.２８ 酸化温度 1273K、酸化時間 3600sの条件で酸化させた高燃焼度低スズ ZIRLO及

び Zry-2（LK3）燃料被覆管の断面金相画像 

Fig. 2.28 Metallographs of the transverse cross sections of the high-burnup low-

tin ZIRLO and Zry-2 (LK3) cladding tube specimens after the oxidation tests at 

1273K for 3600s. 
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B部拡大

(b) 高燃焼度ジルカロイ-2（LK3）
（酸化温度：1273 K、酸化時間： 3600 s）

(a) 高燃焼度低スズZIRLO
（酸化温度：1273 K、酸化時間： 3600 s）
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２.３.５ LOCA後の長期燃料冷却性に関する検討 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第十五条

第三項では、燃料体は、設計基準事故時において発電用原子炉を安全に停止し、かつ、停

止後に炉心の冷却機能を維持できるものでなければならないと示されている。また、ECCS

性能評価指針では、LOCA後の燃料の形状の変化を考慮しても、崩壊熱の除去が長期間にわ

たって行われることが可能であることと示されており、LOCAが収束した後も、燃料は継続

的に冷却されることが求められている。LOCAが収束した後、炉心から燃料が取り出される

まで、燃料はサンプ水の再循環により継続的に冷却されることとなるが、現状、炉心から

燃料が取り出されるまでの期間については具体的に示されたものはなく、ある程度の長期

にわたって燃料が炉心にとどまることが予想される。LOCA後の長期燃料冷却における主な

懸念事項として、燃料棒破裂に伴い放出される可能性のある燃料ペレット片、配管保温材

等のデブリ、及びホウ酸の析出による流路閉塞、さらに、地震動による炉心の冷却可能形

状の喪失、等が考えられる。ここでは、東京電力福島第一原子力発電所事故において余震

が多発した経験を踏まえ、LOCA後の地震時において炉心の冷却可能な形状を維持しうるか

否かを評価することが重要と考え、LOCA後の燃料耐震性について研究を行った。 

 LOCA 後の燃料被覆管の延性及び強度を評価するために様々な機械試験が実施されてき

たが、これらの機械試験の大部分は破裂していない燃料被覆管試料に対する試験であり、

これらの試験結果から、破裂や破裂に伴う燃料被覆管内面の酸化及び水素化の影響を考慮

し、地震等の外力に対する燃料被覆管の機械強度を評価することは困難である。このよう

な軸方向に異なる形状及び材料特性の分布を有する燃料被覆管の機械強度を評価する手法

として 4 点曲げ試験が利用されている。4 点曲げ試験では、燃料被覆管試料の支点間に均

一な曲げモーメントを加えることで、燃料被覆管試料の軸方向で最も脆化した箇所におけ

る機械強度を求めることができる。この特長に着目して、JAEA において LOCA 時の膨れ及

び破裂、内外面の両面酸化、並びに二次水素化の一連の事象を経た未照射の Zry–4及び Zry–

2 被覆管を対象とした 4 点曲げ試験を実施し、それらの機械強度に係るデータが取得され

ている（参 46）。LOCA後の燃料被覆管の機械強度について、燃焼の進展や合金組成の変更が及

ぼす影響に関する知見を得るために、本研究において高燃焼度改良型燃料被覆管の 4 点曲

げ試験を実施した。 

本研究では、急冷破断試験に供した高燃焼度改良型燃料被覆管である M5、低スズ ZIRLO、

及び Zry-2（LK3）に対して室温大気雰囲気条件での 4 点曲げ試験を実施した。図２.２９

に最大曲げモーメントと ECRの関係を示す。また図２.３０に、4点曲げ試験後の試料外観

の代表例を示す。 
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(a) PWR燃料被覆管  

 

 

(b) BWR燃料被覆管  

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.２９ 高燃焼度改良型燃料被覆管の最大曲げモーメントと酸化量の関係 

（等温酸化温度：約 1473K） 

Fig. 2.29 Relationship between the maximum bending moment and ECR for the case 

of the high-burnup advanced fuel cladding tubes (Isothermal oxidation 

temperature: approx. 1473K) 

 

（参 49） 

（参 49） 

 

（参 49） 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料等安全高度化対策）事業（参 19） 

図２.３０ 4点曲げ試験後の試料外観（LMFI3） 

Fig. 2.30 Appearance of LMFI3 after the four-point-bend test 

 

図２.２９には比較のため、約 410Kの温度条件で実施した未照射の Zry-4及び Zry-2被覆

管に対する 4 点曲げ試験の文献値（参 46）を併せて示す。図中の最大曲げモーメント（M）は

（２．２）式により定義される。 

𝑀 =
𝑃

2
𝑎............................ （２．２） 

 

ここで、P は荷重の最大値、a は荷重点–支持点間距離を表す。ECR は通常運転中に燃料被

覆管外表面に形成された腐食酸化膜及び急冷破断試験時の膨れによる燃料被覆管の肉厚減

少を考慮した金属層厚さに対し、等温酸化中の破裂開口位置における燃料被覆管表面の平

均温度と等温酸化時間から、燃料被覆管の内外面の両面酸化を仮定し、Baker–Just酸化速

度式（参 29）を用いて算出した。照射済燃料被覆管試料 LMFI3と未照射 Zry-4被覆管、及び照

射済燃料被覆管試料 LZRT4 と未照射 Zry-2 被覆管の内外径がそれぞれ異なることから、同

図において LMFI3及び LZRT4 の最大曲げモーメントには、それぞれ未照射 Zry-4被覆管及

び未照射 Zry-2 被覆管に対する断面係数の比で除した補正値を採用した。同図から、高燃

焼度改良型燃料被覆管の最大曲げモーメントは未照射 Zry-4 被覆管（受入材）及び未照射

の Zry-2被覆管（受入材）と比較してほぼ同等であることが分かる。図２.２９に示すよう

に酸化量の増大に伴い最大曲げモーメントが低下することが報告されている。本研究で評

価した高燃焼度改良型被覆管の最大曲げモーメントはデータ点にして 3 点と限られている

0°

270°

A部拡大

A

4点曲げ試験時破断箇所

10 mm

Top Bottom
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ものの、２.３.２及び２.３.４に示したように、燃料被覆管の急冷破断限界（強度に相当）

は吸収される水素の濃度の増大に伴い若干低下する傾向があるものの、最高 85GWd/t まで

の燃焼の進展や合金組成の変更によって著しく低下することはないと考えられること、並

びに燃料被覆管の酸化速度は 85GWd/t までの燃焼の進展や合金組成の変更では著しく増大

しない。したがって、LOCA後の燃料被覆管の機械強度も、通常運転中に燃料被覆管に吸収

される水素の濃度増大に伴い若干低下する傾向があるものの、最高 85GWd/t までの燃焼の

進展や合金組成の変更によって著しく低下することはないと考えられる。 

 

２.３.６ LOCA後燃料被覆管に発生する振動時応力の検討 

LOCA後の燃料被覆管では局所的な膨れや破裂が生じ、その部分の肉厚が薄くなっている

ため、LOCA後長期冷却期間中に地震が発生した場合、振動に伴う燃料被覆管の曲げにより、

膨れ破裂部に応力が集中すると考えられる。そこで、燃料棒の振動時に、破裂した燃料被

覆管に発生する応力を解析により求め、曲げ試験から得られた機械強度との比較を行った。 

図２.３１に破裂した燃料被覆管の有限要素モデルを示す。図２.３１のモデルは、PWR17

×17燃料被覆管に内圧を負荷し、温度勾配を付けて、目的部分が膨れるようにして作成し

た。また、破裂については、設定したひずみ（ここでは20%）に達した場合に破壊（消滅）

する要素を一部に適用して、破裂と破裂後の変形を模擬した。図２.３１に示すように、そ

の形状は、参考文献(参47)等で報告されているLOCA試験後燃料被覆管の破裂形状をほぼ再現

している。また、燃料被覆管の機械特性については、高温酸化した健全被覆管試料の曲げ

試験の結果（変位－荷重の関係）と同試験の再現解析の結果を比較し、試験結果と解析結

果が一致するように、燃料被覆管のヤング率を調整した。その後、破裂及び高温酸化した

燃料被覆管試料の曲げ試験結果によりヤング率を検証し、解析結果と試験結果が一致する

ことを確認した（参48）。以上から、作成したモデルは、高温酸化及び破裂した燃料被覆管の

形状及び機械特性とも適切に模擬できていると判断し、振動解析に使用した。 

  
(a) 破裂被覆管モデル 

(a)FEM model of raptured cladding tube 

(b) LOCA模擬試験後の被覆管(参 47) 

(b)Cladding tube after LOCA test 
出 典 ） U.S. NRC, “Mechanical behavior of 

ballooned and ruptured cladding”, U.S. 

NRC, NUREG-2119, Feb. 2012（参 47） 

図２.３１ 破裂被覆管 FEMモデルと LOCA試験後試料の外観 

Fig. 2.31 Appearances of the FEM model and a sample of raptured cladding tube 
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全長約3.9mの17×17型PWR燃料棒1本をソリッド要素でモデル化し、振動解析を行った。

図２.３１に示す破裂部は、曲げ応力が大きくなると考えられる燃料棒中央部に位置させた。

燃料棒モデルでは燃料被覆管、ペレット、プレナムスプリング及び上下部端栓を考慮し、

モデル化した。なお、ペレットは円柱と仮定した。個々のペレットを独立な固体として取

り扱い、ペレット間の摩擦及びペレット－被覆管間の摩擦と衝突を考慮したモデル（以下

「完全モデル」という。）では、解析時間が非常に長くなり、解析を繰り返し実施するこ

とが困難であったため、個々のペレットは考慮するものの、摩擦と衝突の問題を避けるた

めにペレット間及びペレット－被覆管ギャップに柔らかな弾性体を挿入して全ペレットと

燃料被覆管を一体としたモデル（以下「一体モデル」という。）を作成した。一体モデル

と完全モデルとの自由振動解析の結果の比較を図２.３２に示す。縦軸は燃料棒上下端に対

する燃料棒中央部の水平方向の相対変位を示している。相対変位の時間変化は、両モデル

でよく一致しており、一体モデルを使用して解析を進めることとした。 

 

 
 

図２.３２ 完全モデルと一体モデルの相対変位の時間変化 

Fig. 2.32 Displacement histories in the vibrated fuel calculated with the full 

model and combined model 

 

一体モデルを用いて、燃料棒の上下端を保持して一次モード周期で振動させた場合の解

析結果を図２.３３に示す。縦軸は、図２.３２と同様、燃料棒上下端に対する燃料棒中央

部の水平方向の相対変位を示している。なお、本解析では、支持格子に相当する拘束は考

慮していない。燃料被覆管温度は、LOCA後冷却中の状態を想定して408K(135℃)とした。一

次モード周期で振動させているため、燃料棒中央部の相対変位（振幅）は時間とともに大

きくなっている。また、図２.３３には、燃料被覆管の膨れや破裂のない健全燃料棒のケー

ス、膨れのみで破裂のないバルーニング被覆管燃料棒のケース、振動方向に対して破裂開

口方向を変化させた破裂被覆管燃料棒の3ケースの計5ケースの解析結果が示されているが、

振動挙動はほぼ同一となり、図２.３３では解析結果を示す線が重なっている。このことか

ら、燃料被覆管の局所的な膨れや破裂は、全長約3.9mの燃料棒の振動特性には影響を与え

ないことがわかる。 
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図２.３３ 水平方向相対変位の時間変化 

Fig. 2.33 Displacement in the horizontal direction versus time 

 

過去に行われた17×17型PWR燃料集合体を用いた振動試験(参49)では、燃料集合体の振動変

位は炉心構造物、隣接燃料集合体との接触により最大で40～50mmまでに制限されることが

示されている。そこで、本解析では、若干の保守性を見込み、図２.３３に示す相対変位58mm

時点での変形状態にある破裂被覆管に生じる応力分布を調べた。その結果、破裂した燃料

被覆管において、振動方向と破裂開口方向が同じケース（開口方向0°）で、燃料被覆管に

作用する応力が最も大きくなることがわかった。その場合の応力分布を図２.３４に示す。

破裂開口の中央部で軸方向の引張応力が集中しており、その大きさは約68MPaである。図２.

３０からわかるように、4点曲げ試験では破裂開口中央部で破損しており、解析結果と試験

結果は一致している。 

 

 
図２.３４ 破裂開口部の応力分布 

Fig. 2.34 Stress distribution in the raptured cladding 

 

LOCA模擬条件にて破裂及び高温酸化させたPWR17×17燃料被覆管の曲げ試験の結果(参46)

を図２.３５に示す。なお、図２.３５に示された酸化温度1473Kの試験結果は、図２.２９

(a)に示された未照射Zry-4の試験結果と同じである。酸化量が増加するにつれ、最大曲げ

モーメントが低下している。 

軸方向応力 
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出典）M. Yamato, F. Nagase, and M. Amaya, “Evaluation of fracture resistance of ruptured, 

oxidized, and quenched Zircaloy cladding by four-point-bend tests,” J. Nucl. Sci. 

Technol., Vol. 51, No. 9, pp. 1125–1132 (2014).（参 46） 

図２.３５ 破裂及び高温酸化した被覆管試料の最大曲げモーメント 

Fig. 2.35 Maximum bending moment from test for burst cladding sample after 

LOCA-simulated oxidation 

 

曲げモーメントは、(3)式を用いて応力に変換できる。現行LOCA基準（被覆管温度制限値

1473K(1200℃)、酸化量制限値15%）内で破裂及び高温酸化した燃料被覆管の最大曲げモー

メントで最も小さな値は約8Nmであり、PWR17×17燃料被覆管健全部分の寸法を仮定すると、

(3)式により曲げ応力に対する強度は約200MPaと評価できる。また、現行LOCA基準を超えて

いるものの、図２.２９(a)に示す高燃焼度改良型燃料被覆管の最大曲げモーメントは約6Nm

であり、曲げ応力に対する強度は約150MPaと評価できる。この値は、健全部分の寸法に基

づき算出されているため、燃料被覆管肉厚が薄くなっている破裂部には、（２．３）式で

変換される応力より大きい応力が作用しており、破裂部の実際の強度はさらに大きい値で

あると考えられる。 

σ =
𝑀𝑟

𝐼
................................................（２．３） 

 

σ : 引張応力 (N/m2)  

M : 曲げモーメント (Nm) 

r : 被覆管半径 (m) 

I : 断面二次モーメント (m4) 

ここで解析結果と試験結果を比較すると、保守的な相対変位58mmで破裂開口部に作用す

る最大の応力は約68MPaであり、一方、LOCA基準内で破裂及び高温酸化を経験した燃料被覆

管の強度は少なくとも200MPaであること、また、LOCA基準以上に酸化した高燃焼度改良型

燃料被覆管でも約150MPaの強度を持つことから、LOCA基準内で破裂及び高温酸化を経験し

た燃料被覆管は、地震動によって生じる応力により折損することはないと考えられる。た

LOCA基準 

最
大
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
(N
m)
 

〜200MPa 
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だし、図２.３５の曲げ試験は、静的な曲げを負荷した試験であり、実際の振動で生じる繰

り返しの応力負荷に対する強度、つまり疲労強度については、破裂及び高温酸化を経験し

た燃料被覆管のデータはない。そのため、試験を実施してデータを取得し、疲労の観点か

らのLOCA後燃料被覆管の健全性評価を行う必要があると考えられる。 

 

２.３.７ 燃料ペレット細片化挙動 

照射済燃料を用いて研究炉やホットラボで行われた LOCA模擬試験において、高い燃焼度

に到達した燃料の一部で燃料被覆管の膨れ・破裂に伴うペレットの細片化、軸方向の再配

置及び破裂開口部からのペレット細片の放出が生じる、いわゆる FFRD現象が報告されてい

る（参 27）。LOCA時の高燃焼度燃料において生じる可能性のある FFRDは、以下の点で事故時

の原子炉施設の安全性に影響を及ぼすと考えられる。 

 

(1) ペレットの細片化（Fragmentation） 

細片化に伴って、ペレット内部に閉じ込められていた FP ガス等が放出される、あるい

はペレットの比表面積が増加することによって、燃料ペレット外へ放出される核分裂生成

物の量が増加する可能性がある。 

 

(2) ペレットの燃料棒軸方向再配置（Relocation） 

細片化したペレットが燃料被覆管の膨れ部に集積することで、局所的に燃料被覆管温度

（PCT）が上昇し、これを考慮しない評価に比べて燃料被覆管の酸化や脆化が進行する可能

性がある。 

 

(3) 破裂開口部からのペレット細片の放出（Dispersal） 

燃料棒から放出されたペレット片による冷却材流路閉塞により、炉心の冷却性が悪化す

る可能性がある。さらに、ペレット細片化に伴う FP 放出量の増加及び放出されたペレッ

ト片の冷却系への流入による被ばくへの影響も考えられる。 

 

FFRD 現象は現行規制基準の策定当時には観察されておらず、当該現象が LOCA 時の炉心

冷却性等に及ぼす影響の評価及び関連する規制基準への反映が国際的と課題となっている

（参 27）。FFRDの炉心冷却性等への影響を評価するためには、その発生条件、燃料被覆管膨れ

部における細片化したペレットの充填率、燃料棒外に放出されるペレット片のサイズや総

量等に関する情報が必要であるため、これらについて調べることは非常に重要であり、海

外においても研究が進められている。 

これまでに報告されている試験結果（参 27）によると、ペレット細片化の発生しきい値はペ

レット燃焼度で 70 GWd/t 程度に存在するとされている。この燃焼度は、ペレット外周部

における高燃焼度組織及び中間部におけるダークゾーンの形成しきい値に近く、それらの
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組織中に形成されている微小な FPガス気泡（参 50）が細片化に影響を及ぼしている可能性が

ある。このような燃焼の進展に伴うペレット微細組織の変化とペレット細片化との関係を

把握しておくことは、LOCA時のペレット細片化の機構を調べる上で重要と考えられる。そ

のため、高燃焼度組織及びダークゾーンの形成された高燃焼度燃料からペレット単体を採

取し、LOCA時の燃料温度履歴を模擬した加熱試験及び試験後試料観察等を実施することで、

ペレット細片化に関する基礎的なデータを取得した。 

 

(a) 燃料ペレット片に対する加熱試験 

 スペイン・バンデロス炉において照射された高燃焼度 PWR-UO2 セグメント燃料棒から採

取した燃料ペレット片に対し、LOCA時の温度変化を模擬した加熱試験を実施し、燃料ペレ

ット細片化に伴う FP ガス放出挙動に関するデータを取得した。表２.５に加熱試験に供し

た試料及び採取元燃料棒の諸元をまとめる。 

 

表２.５ LOCA時温度変化模擬加熱試験に供した試料及び採取元燃料棒の諸元 

Table 2.5 Pellet pieces used in the pellet heating test and specifications of 

the mother rod 

試料

番号 

重量 

(g) 

採取元燃料 

セグメント 

番号 

照射炉 燃料タイプ 

セグメント平均

燃焼度 

(GWd/t) 

5 0.264 
AP2-3 バンデロス-2 PWR 17×17 UO2 81 

6 0.131 

 

加熱試験に供した燃料ペレット片採取元燃料棒の燃焼度は、セグメント平均で 81 GWd/t

と評価されており、先行研究において報告されているペレット細片化発生のしきい燃焼度

約 70 GWd/t（参 27）より高い。図２.３６に光学顕微鏡を用いてレファレンス試料（加熱試験

に供した燃料ペレット片と同じセグメント燃料棒から採取）に対し実施した組織観察結果

を示す。燃料ペレットの半径方向中間位置（Photo 1-1）において、製造時とは異なる微小

な気泡が結晶粒内に高密度に形成されたダークゾーンが確認された。また、燃料ペレット

の半径方向最外周部（Photo 3-1）においても、微小な気泡が高密度に析出した領域が観察

され、高燃焼度組織が形成されていることがわかった。 

採取元のセグメント燃料棒から切り出した軸長約 13.5mm（ペレット約 1.5 個分に相当）

の切断片について、燃料被覆管の 0°及び 180°方向を機械的研削によりスリット状に切断

し、燃料被覆管を除去し、燃料ペレット片を採取した。図２.３７に採取したペレット片の

外観写真を示す。採取元燃料棒の燃料ペレットには、径方向断面マクロ写真（図２.３６）

に見られるとおり、商用炉での照射に伴いクラックが発生しており、円柱状のペレットで

はなく、ペレット片として採取された。本試験で得られたペレット片の直径は約 5mm 程度

であった。図２.３８及び図２.３９に加熱試験前の燃料ペレット片に対し実施した走査型
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電子顕微鏡（SEM）による組織観察の結果を示す。図２.３８の Photo 1-4及び図２.３９の

Photo 1-4 において、微小な気泡が高密度に形成された領域が観察され、それぞれのペレ

ット片試料がダークゾーン又は高燃焼度組織を含む領域から採取されたことが確認された。 

加熱試験の概要は次のとおりである。 

・ タングステン製のるつぼに入れた燃料ペレット片を真空中、LOCA時の燃料棒の昇温

速度（参 51-52）に近い約 5K/sの速さで加熱する。 

・ 到達温度は先行研究において報告されている燃料ペレットの細片化発生温度であ

る 1023K(750℃)（参 53）より低温及び高温の 973、1073、1273、及び 1473K(700、800、

1000、及び 1200 ℃)の 4条件とし、各燃料ペレット片について到達温度ごとに 1回

ずつ、計 4回の加熱を実施する。 

・ 加熱中に燃料ペレット片から放出される FP ガスを四重極質量分析計により分析し、

キセノン（Xe）及びクリプトン（Kr）の分圧を算出する。 

・ 各到達温度に到達した時点で直ちに加熱を停止し、室温まで炉冷した後に燃料ペレ

ット片の外観を観察する。 

 図２.４０に加熱試験後の燃料ペレット片の外観を示す。到達温度が 1273K(1000℃)以上

の試験後に燃料ペレット片の細片化が確認された。また、到達温度が最も高い

1473K(1200 ℃)で最も著しい燃料ペレットの細片化が確認された。加熱時の到達温度が高

くなるほど燃料ペレットの細片化が著しくなる傾向が見られたことから、加熱に伴う燃料

ペレット内 FP ガス気泡の圧力上昇及びそれに伴うペレットマトリクスへの応力負荷が燃

料ペレットの細片化の主な原因であると考えられる。 

図２.４１及び図２.４２に加熱試験中のキセノン及びクリプトンの分圧の時刻歴を示す。

燃料ペレット片 No.5 では、到達温度 1073K(800℃)の試験において、燃料ペレット片 No.6

では、到達温度 973K(700℃)の試験においてキセノン及びクリプトンの分圧がバックグラ

ウンドを超えており、FPガス放出が生じたことが確認された。試験後外観からもそれらの

到達温度において粉状ペレットが少量発生していることが確認され、973～1073K(700～

800℃)の温度域においてペレットの局所的な破壊が開始している可能性がある。また、両

試料とも、到達温度 1273K(1000℃)の試験では到達温度 1073K(800℃)の試験と比べてキセ

ノン及びクリプトンの分圧が顕著に高くなっており、1073-1273K(800-1000℃)の温度域で

燃料ペレットの細片化に伴う FPガス放出が著しくなることがわかった。先行研究において

は被覆管にスリットを入れた状態の燃料棒片を加熱し、1023K(750℃)で試料端部において

僅かな細片化が、1123K(850℃)でより顕著な細片化が確認されており（参 53）、本試験で得ら

れた結果はこれらの報告と概ね整合する。 
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マクロ画像 

  

Photo 1 Photo 1-1 

  

Photo 2 Photo 2-1 

  

Photo 3 Photo 3-1 

出典）独立行政法人日本原子力研究開発機構、平成 24年度燃料等安全高度化対策事業に関する報告書（参 15） 

図２.３６ 加熱試験に供した燃料ペレット片のレファレンス試料の断面画像 

Fig. 2.36 Ceramographs of transverse cross sections of the reference fuel pellet 

 

2 mm 

Photo 1-1 

Photo 2-1 

Photo 3-1 
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出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 28年度原子力施設等防災対策等委託費（事故時燃料

冷却性評価に関する研究）事業に関する報告書（参 50） 

図２.３７ 採取した燃料ペレット片の外観写真 

Fig. 2.37 Appearances of obtained pellet pieces 

 

 

マクロ画像 
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設

等防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.３８ 加熱試験に供した燃料ペレット片 No. 5の SEM画像 

Fig. 2.38 Scanning electron micrographs of the pellet piece No. 5 after the 

heating test 

A

A

Magnified A

Photo 1

Photo 2

1 mm
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Photo 1 Photo 1-1 

  

Photo 1-2 Photo 1-3 

 

 

Photo 1-4  
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.３８ 加熱試験に供した燃料ペレット片 No. 5の SEM画像(続き) 

Fig. 2.38 Scanning electron micrographs of the pellet piece No. 5 after the 

heating test (Continued) 

 

 

 

 

 

Photo 1-1 

Photo 1-2 

Photo 1-3 

Photo 1-4 
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(a) マクロ画像 
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設

等防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.３９ 加熱試験に供した燃料ペレット片 No. 6の SEM画像 

Fig. 2.39 Scanning electron micrographs of the pellet piece No. 6 after the 

heating test 
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Photo 1 Photo 1-1 

 

 

Photo 1-2 Photo 1-3 

 

 

Photo 1-4  
出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.３９ 加熱試験に供した燃料ペレット片 No. 6の SEM画像(続き) 

Fig. 2.39 Scanning electron micrographs of the pellet piece No. 6 after the 

heating test (Continued) 

 

 

 

 

Photo 1-1 

Photo 1-2 

Photo 1-3 

Photo 1-4 
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ペレット片

番号 

到達温度 

700℃ 800℃ 1000℃ 1200℃ 

No. 5 

   

 

No. 6 

    

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.４０ 加熱試験後の燃料ペレット片の外観画像 

Fig. 2.40 Appearances of the pellet pieces after the heating tests 

 

 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.４１ 燃料ペレット片 No. 5に対する加熱試験時のるつぼ温度及び同燃料ペレット片

から放出された Xe及び Krの分圧の時刻歴 

Fig. 2.41 Time histories of crucible temperature and FP gas partial pressure 

during the heating test No.5 



-56- 

 

 

出典）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、平成 30年度原子力規制庁委託成果報告書、原子力施設等

防災対策等委託費（燃料設計審査分野の規制研究）事業（参 62） 

図２.４２ 燃料ペレット片 No. 6に対する加熱試験時のるつぼ温度及び同燃料ペレット片

から放出された Xe及び Krの分圧の時刻歴 

Fig. 2.42 Time histories of crucible temperature and FP gas partial pressure 

during the heating test No. 6. 

 

(b)半径方向位置ごとの加熱時ペレット細片化挙動に関する検討 

燃料ペレットの細片化発生と燃焼度進展に伴う微細組織変化との関係について調べるた

め、国内 BWR において 5サイクル照射した高燃焼度使用済燃料から、半径方向位置を特定

して微小ペレット片試料を採取し、加熱試験を実施した。 

 局所燃焼度 67GWd/t の燃料棒片をスライス切断することで得た約 1mm 厚の燃料ディスク

から、半径方向位置を特定し、一辺約 1mmの燃料ダイスを切り出し、試料とした（図２.４

３及び図２.４４）。試料の一覧を表２.６に示す。本試験では、各試料をその採取位置によ

り、中央部、中間部、外周部、最外周部と区分した。試料採取元燃料棒の断面金相写真を

図２.４５に示す。高燃焼度組織（図２.４５(b)）及びダークゾーン（図２.４５(d)）が形

成されていることが確認された。また、ダークゾーンにおける FP ガス気泡の析出頻度は、

高燃焼度組織のそれに比べ小さいように見える。 

採取した試料を高温高圧炉により 25K/min又は 200K/minで 1473K(1200℃)まで昇温する

加熱試験を行った。加熱中は、約 200K毎にガスサンプリングを実施し、サンプリングした

ガスに対応する電離箱の電流値を測定することにより FP ガス放出挙動を調査した。ここ
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で、ガスサンプリングは、昇温速度 25K/min の場合は当該温度で保持した状態で、昇温速

度 200K/min場合はオーバーシュートを防ぐため 1473K(1200℃)に到達と同時に加熱を止め

一度降温した状態で実施した。実際の高燃焼度燃料棒においては、燃料被覆管のクリープ

ダウン等によりペレット-被覆管間の間隙が閉塞しているため、ペレットは燃料被覆管によ

り拘束力を受ける。そこで、拘束力の影響を調べるため、Ar+0.2%H2ガスにより高温高圧炉

内を加圧した条件でも試験を実施した。この試験では、炉内を約 1473K(1200℃)、約 100MPa 

としてから、温度を約 1473K(1200℃)に保持したまま、約 5MPa/minの降圧速度にて段階的

に減圧し、約 20MPa 毎にガスをサンプリングした。ここで、ペレット片に作用する拘束力

として想定した 100MPaの静水圧は、その反力として燃料被覆管に作用する応力に換算した

場合、約 700MPaの円周方向引張応力に相当する。これは燃料被覆管の強度と同程度の大き

さである。また、既往の研究では、出力運転中のペレット-被覆管接触圧を数 10MPaと解析

的に評価する例があり、（参 54-56）LOCA時には燃料棒外圧低下・内圧増加が生じて燃料被覆管

径が増大し、ペレット－被覆管の接触が緩和される方向であることを踏まえると、100MPa

の静水圧は、実際に燃料被覆管によりペレットに負荷される拘束力より十分大きいと考え

られる。 

各条件における温度等の履歴の概略を図２.４６に、加熱試験前後の試料外観の例を図２.

４７に示す。加熱試験終了後、発生したペレット破砕片を可能な限り回収し、SEM観察を実

施した。本試験では、ペレット破砕片のうち、長辺が 1mm 程度でありピンセットでの取扱

いが可能なものを大破片、それ以外を粉状片に区分した。 

加熱試験で得られた FP ガス放出率を図２.４８に示す。半径方向位置間で比較すると、

最外周部から採取した試料について、FP ガス放出率が明瞭に高いことがわかる。図２.４

９に加熱試験後の試料破砕状況を粉状片表面の SEM 観察結果とともに示す。最外周部の試

料から発生した粉状片の数は、その他と比べ多く、加熱中の FPガス放出率と粉状片の発生

状況に相関があることを示唆している。(a)で述べたとおり、ペレット破砕の主なメカニズ

ムは、加熱に伴う FPガス気泡内圧の上昇によりペレットマトリクスに応力が発生し、その

応力によりペレットマトリクスが破壊されることであると考えられるが、本試験により得

られた知見もこれと整合している。図２.４９に示すとおり、本試験で発生した粉状片のう

ち、最外周部のものは、結晶粒が微細化しており、また、微細な FPガス気泡が高密度に析

出している様子が観察されている。このことも最外周部試料の FPガス放出率が高かったこ

とと整合しており、高燃焼度組織が加熱時の FPガス放出、すなわちペレット細片化に影響

を及ぼすことが示唆された。 

本試験で用いた中間部試料には高燃焼度組織に類似した組織であるダークゾーンが存在

していたと考えられるが、当該試料の FP ガス放出率は最外周部試料より小さい値を示し

た。図２.４５(b)及び(d)を比較すると、本試験に用いた試料では、ダークゾーンにおける

FP ガス気泡の析出頻度が高燃焼度組織におけるそれより低いことが示唆され、それが FP

ガス放出率の差異の原因のひとつであると考えられる。また、高燃焼度組織に存在する FP
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ガス気泡は高圧であることが指摘されており（参 57）、これも最外周部試料において、より高

い FPガス放出率を示したことの理由のひとつである可能性がある。以上の結果は、LOCA時

の燃料ペレット細片化に、ペレット中に含まれる FPガス気泡の数（密度）及び気泡圧力が

影響を及ぼす可能性を示唆している。 

加熱試験条件を比較すると、昇温速度が高い方が FPガス放出率は大きくなる傾向が見ら

れた（図２.４８）。昇温速度が低い条件では、ペレットマトリクスがクリープ変形する時

間余裕があるため、ガス気泡膨張によりペレットに負荷される応力がペレットマトリクス

のクリープ変形により緩和され、これがペレットマトリクスの破壊を妨げることが理由の

ひとつとして考えられる。 

また、拘束力を負荷した試験では、温度を 1473K(1200℃)で保持した状態で、段階的に拘

束力を除荷した際に FPガス放出が見られた。このことから、ペレットに負荷される外圧が

ペレット細片化を抑制し、その結果として、FPガス放出も抑制されていることが示唆され

る。拘束力が大きい場合に昇温時の燃料ペレット破壊の程度が小さくなることは、米国電

力研究所が実施した試験においても報告されている（参 58）。実燃料においては、燃料被覆管

の接触圧又は燃料棒内のガス圧によりペレットに拘束力が負荷されており、LOCA時に燃料

被覆管が膨れ、破裂することでこれが除荷され、ペレット細片化が促進されると考えられ

る。本試験において比較的高い FP ガス放出率を示した最外周試料（SG8）の加熱試験時炉

内圧力及び電離箱出力電流値の関係を図２.５０に示す。20MPa から 2MPa に減圧する際に

電流値の増加が最も大きかったことから、このタイミングにおいて FPガス気泡膨張による

ペレットマトリクス破壊が比較的大きな規模で発生したことが示唆される。既往の研究に

おいては、室温における高燃焼度燃料ペレット中の FPガス圧力を約 20～40MPaと評価した

例が報告されており（参 59-60）、これは 1473K(1200℃)において約 100～200MPa に相当する。

本試験においては、この FP ガス気泡圧力と試験雰囲気の炉内圧との差に起因する応力が

FP ガス気泡を囲むペレットマトリクスに負荷されており、20MPa から 2MPa に減圧する際

に、この差が大きくなり、ペレットの破壊応力を超えたと考えられる。FPガス気泡内圧に

よるペレットマトリクス破壊は、気泡の形状、気泡に隣接した結晶粒の構造・強度、減圧

速度等に影響され、複雑な事象である。これについて、今後解析的な手法による検討を加

えることで、LOCA時ペレット細片化の発生条件等に関する知見を拡充することができると

考えられる。 
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表２.６ ペレット加熱試験試料一覧 

Table 2.6 List of the samples for heating test 

試料番号 
相対半径 

(r/r0) 
半径方向 

位置区分 
加熱試験条件 

CO2 -0.09 ～ 0.18 
中央部 

昇温速度：25K/min 

CO4 -0.03 ～ 0.19 温度一定・拘束力段階除荷 

CK5 0.21 ～ 0.44 

中間部 

昇温速度：25K/min 

CK6 0.32 ～ 0.53 昇温速度：200K/min 

CK2 0.23 ～ 0.53 温度一定・拘束力段階除荷 

G3 0.70 ～ 0.91 

外周部 

昇温速度：25K/min 

G7 0.65 ～ 0.85 昇温速度：200K/min 

G5 0.74 ～ 0.96 温度一定・拘束力段階除荷 

SG9 0.78 ～ 1.00 

最外周部 

昇温速度：25K/min 

SG10 0.64 ～ 1.00 昇温速度：200K/min 

SG8 0.72 ～ 1.00 温度一定・拘束力段階除荷 

 

 

図２.４３ 微小ペレット片採取方法の概略図 

Fig. 2.43 Schematic illustration of a sampling of a micro pellet 

 

 

図２.４４ 燃料ディスク外観写真の例 

Fig. 2.44 Examples of the appearances of the fuel discs 
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図２.４５ 試料採取元燃料棒の断面金相写真 

Fig. 2.45 Transverse metallograph of the mother rod 
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図２.４６ 加熱試験条件の温度/圧力履歴の例 

Fig. 2.46 Examples of temperature/pressure histories during the test 

 

 

      

図２.４７ 加熱試験前後の試料外観の例（試料番号：CK6、左：試験前、右：試験後） 

Fig. 2.47 Example of the appearance of the sample before and after the test 

(sample ID: CK6, left: before the test, right: after the test) 
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図２.４８ 半径方向位置ごとの加熱試験時 FPガス放出率 

Fig. 2.48 Summary of the FP gas release rates 
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図２.５０ 最外周部試料(SG8)の加熱試験時の炉内圧力及び電離箱出力電流値の関係 

Fig. 2.50 Relation between the pressure inside the furnace during heating 

test and the electric current measured by ionization chamber 
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３. 結論 

３.１ 成果の要点 

本研究では、改良型燃料に対する適合性審査の技術的判断根拠となる事故時燃料挙動に

関する技術的知見を拡充し、また高燃焼度燃料の安全性確保をより確実に行うために、主

にJAEAへ試験研究を委託し、RIA時の燃料破損挙動、核分裂ガス放出量、LOCA時の燃料被覆

管急冷時破断限界、燃料被覆管酸化速度、燃料被覆管の膨れ及び破裂挙動等に関するデー

タを取得した。 

RIA時の燃料挙動に関しては、M-MDA(SR)等改良型被覆管を用いた高燃焼度燃料において

も、その破損時燃料エンタルピは現行PCMI破損しきい値に比べて高く、改良燃料に対して

も現行PCMI破損しきい値が適用できると考えられる。また、破損時燃料エンタルピが燃料

被覆管水素吸収と強く相関しており、同じレベルの燃料被覆管水素吸収量同士で比較した

場合にはRX材被覆管燃料の破損時燃料エンタルピがSR材被覆管燃料のそれに比べやや低い

こと、またいずれの材料においても温度上昇による破損時燃料エンタルピの上昇効果が見

られること、さらに、水素吸収量が少ない燃料被覆管の燃料等、室温条件における破損時

燃料エンタルピが高いほどその上昇程度は大きくなることがわかった。 

LOCA時の燃料被覆管の急冷破断限界は85GWd/tまでの燃焼の進展や合金組成の変更によ

り著しく低下することはなく、ECCS性能評価指針に規定されている被覆管温度基準と酸化

量基準を高燃焼度改良型燃料被覆管に適用できると考えられる。燃料被覆管の高温酸化挙

動については、85 GWd/tまでの燃焼の進展や合金組成の変更によっても酸化速度及びブレ

ークアウェイ酸化発生条件に著しい変化が生じないことが確認され、高燃焼度改良型燃料

被覆管の酸化速度評価にBaker–Just酸化速度式を使うことができると考えられる。 

LOCA後の炉心長期冷却性維持の観点から重要となるLOCA後燃料被覆管の曲げ強度につい

ても、JAEAにおいて実施した試験から、高燃焼度改良型燃料被覆管の最大曲げモーメント

は未照射の従来型燃料被覆管と比較してほぼ同等であることがわかった。さらに原子力規

制庁が実施したLOCA後長期冷却中の地震を想定した解析では、LOCAを経験した燃料被覆管

に振動時に作用する応力を明らかにした。曲げ試験結果と解析結果との比較により、現行

LOCA基準内であれば、LOCA後長期冷却中の地震に対しても燃料形状を維持できると考えら

れる。 

LOCA時に高燃焼度燃料ペレットで起こるFFRD現象については、JAEA及び原子力規制庁が

実施した試験から、高燃焼度領域で燃料ペレットに生じる微細組織の変化、燃料ペレット

に負荷される拘束力、到達温度及び昇温速度が、燃料ペレット細片化発生に影響を及ぼす

ことがわかった。燃料ペレット細片化の程度と加熱時の到達温度との傾向から、加熱に伴

うFPガス気泡内圧の上昇により気泡を囲むペレットマトリックに負荷される応力が増大し、

ペレットマトリクスが破壊されることがLOCA時の燃料ペレット細片化の発生メカニズムと

して示唆された。 

RIA試験の一部において観察された高燃焼度燃料の破裂による破損及び比較的低いエン
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タルピでの破損並びにLOCA時の高燃焼度燃料ペレット挙動については、発生条件、メカニ

ズム及び炉心健全性への影響が十分には解明されていないため、注意深く研究を続ける必

要がある。 

 

３.２ 目的の達成状況 

本研究では、改良型燃料について、事故時の燃料挙動に関する知見及び各種改良点が燃

料挙動に及ぼす影響に関する技術的知見を取得するための試験を計画し、計画どおり、高

燃焼度まで使用された改良型燃料を対象としたRIA試験及びLOCA試験を実施した。これによ

り高燃焼度領域の事故時燃料挙動データを拡充するとともに、現行のPCMI破損しきい値及

びLOCA基準とも、高燃焼度改良型燃料に適用可能であることを示唆する知見を得た。この

他、RIA時、LOCA時及びLOCA後長期冷却中の燃料挙動に関する様々なデータを取得すること

ができた。 

 

３.３ 成果の活用等 

本研究の成果をもとに、旧原子力安全委員会原子炉安全基準部会報告書等に示されてい

る燃料状態の判断基準値が、高燃焼度改良型燃料に対しても適用可能であることを確認し

た。また、本研究で取得した事故時等の燃料挙動に関する様々なデータは、改良型燃料が

導入される場合の適合性審査における技術的判断根拠としての活用が期待される。 
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